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一　般　会　計



平 成 27 年 度 一 般 会 計

　【 概　要 】

１　平成27年度各会計予算額の推移

（単位：千円）

当初予算 補正予算
(６月議会提案)

補正予算
(６月議会追加提案)

補正予算
(９月議会提案)

41,740,000 23,000 125,000 1,016,000

530 138

12,519,497 158,341

978,058 18,586

8,788,183 49,502 1,589

4,375,386 29,700

196,947

3,843

1,192

1,342

1,508

1,379

84,991 0

39,099

68,731,955 72,502 125,000 1,224,354

（単位：千円）

補正予算
(12月議会提案)

補正予算
(12月議会追加提案)

補正予算
(３月議会提案)

補正予算
(６月議会報告)

最終予算額

25,000 0 △ 946,000 △ 660,000 41,323,000

453 1,121

10,000 △ 335,235 109,843 12,462,446

△ 1,442 839 996,041

1,080 △ 208,951 △ 160,005 8,471,398

152,000 △ 10,895 4,546,191

2,000 195 199,142

208 4,051

△ 325 867

△ 20 1,322

111 1,619

58 1,437

△ 84,350 641

△ 1,793 37,306

190,080 0 △ 1,501,843 △ 795,466 68,046,582

※債務負担行為のみ設定

会計名

一般会計

同和地区住宅新築資金等
貸付事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

上川手山林財産区特別会計

北の沢山林財産区特別会計

有明山林財産区特別会計

会計名

一般会計

同和地区住宅新築資金等
貸付事業特別会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

富士尾沢山林財産区特別会計

穂高山林財産区特別会計

産業団地造成事業特別会計

観光宿泊施設特別会計

合計

介護保険特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

上川手山林財産区特別会計

北の沢山林財産区特別会計

有明山林財産区特別会計

富士尾沢山林財産区特別会計

穂高山林財産区特別会計

産業団地造成事業特別会計

観光宿泊施設特別会計

合計
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２　平成27年度の補正予算の概要

【一般会計の最終予算額の内訳（グラフ）】

　一般会計においては、７回の補正予算を編成しました。
　６月議会へ提案した「補正予算第１号」は、市民の安全性、利便性などを確保するため、急を要する低所得
者の保険料軽減負担金、生活保護適正実施推進事業補助金などの介護保険対策費を増額しました。追加提案し
た「補正予算第２号」は、ふるさと寄附が好調なことから歳入予算を増額するとともに、寄附に対するお礼・
記念品及び手数料を増額しました。
　９月議会へ提案した「補正予算第３号」は、国の経済対策による「地域住民生活等緊急支援のための交付金
（地方創生先行型）」上乗せ交付分（タイプⅡ）に関する必要な予算措置などを講じました。
　12月議会へ提案した「補正予算第４号」は、引き続き好調なふるさと寄付金の増額補正や、アルプス保育
園・三郷北部保育園改築工事、しゃくなげの湯整備事業の債務負担行為の設定に伴なう減額補正を中心とし
て、2,500万円を増額しました。追加提案した「補正予算第５号」では、三郷交流学習センターの平成29年度
完成を目指し、三郷支所解体工事の債務負担行為を設定しました。
　３月議会へ提案した「補正予算第６号」は、国の補正予算に基づく「地方創生加速化交付金事業」、「自治
体情報セキュリティ強化対策事業」に係る経費を追加すると共に、年度末に向けた歳入歳出予算の整理を行っ
たもので、９億4,600万円を減額しました。
　平成28年６月議会へ報告した補正予算については、決算に向けての歳入歳出予算の整理を中心に３月28日付
で専決処分を行い、６月議会へ「専決第１号」として報告したものです。

11,444百万円, 
27.7% 

2,632百万円, 6.4% 

11,360百万円, 
27.4% 

765百万円, 1.9% 

342百

万円, 
0.8% 

5,736百万円, 13.9% 

1,089百万円, 2.6% 

781百万円, 1.9% 

4,655百万円, 11.3% 

2,519百万円, 6.1% 

歳 入 目 的 別 内 訳 

市税 

地方譲与税等 

地方交付税 

分担金及び負担金 

使用料及び手数料 

国県支出金 

繰入金 

繰越金 

市債 

その他 
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295百万円, 0.7% 

6,960百万円, 16.8% 

11,763百万円, 
28.5% 

2,446百万円, 5.9% 

71百万円, 0.2% 
2,536百万円, 6.1% 

2,106百万円, 
5.2% 

4,884百万円, 11.8% 

1,458百万

円, 3.6% 

4,312百万円, 10.4% 

4百万円, 0.0% 
4,438百万円, 

10.7% 

50百万円, 0.1% 

歳 出 目 的 別 内 訳 

議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産業費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

災害復旧費 

公債費 

予備費 

5,726百万円, 13.9% 

7,071百万円, 17.1% 

368百万円, 
0.9% 

4,964百万円, 12.0% 

5,757百万円, 13.9% 

6,151百万円, 14.9% 

3百万

円, 
0.0% 

4,438百万円, 10.8% 

1,296百万円, 
3.1% 

1,057百万円, 2.6% 

4,442百万円, 
10.7% 

50百万円, 0.1% 

歳 出 性 質 別 内 訳 

人件費 

物件費 

維持補修費 

扶助費 

補助費等 

普通建設事業費 

災害復旧費 

公債費 

積立金 

出資金等 

繰出金 

予備費 
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２　予算と決算の状況

（単位：千円）

会計名 最終予算額
決算時の
予算現額

予算現額に
対する増減

一般会計 41,323,000 42,178,990 歳入 42,075,162 △ 103,828
歳出 41,286,375 892,615

同和地区住宅新築資金等 1,121 1,121 歳入 943 △ 178
歳出 943 178

国民健康保険特別会計 12,462,446 12,462,446 歳入 12,520,907 58,461
歳出 12,126,437 336,009

後期高齢者医療特別会計 996,041 996,041 歳入 997,810 1,769
歳出 981,809 14,232

介護保険特別会計 8,471,398 8,471,398 歳入 8,474,720 3,322
歳出 8,434,549 36,849

下水道事業特別会計 4,546,191 4,559,191 歳入 4,559,594 403
歳出 4,246,241 312,950

農業集落排水事業特別会計 199,142 199,142 歳入 199,476 334
歳出 187,619 11,523

上川手山林財産区特別会計 4,051 4,051 歳入 4,052 1
歳出 3,469 582

北の沢山林財産区特別会計 867 867 歳入 869 2
歳出 281 586

有明山林財産区特別会計 1,322 1,322 歳入 1,324 2
歳出 777 545

富士尾沢山林財産区特別会計 1,619 1,619 歳入 1,620 1
歳出 1,041 578

穂高山林財産区特別会計 1,437 1,437 歳入 1,438 1
歳出 847 590

産業団地造成事業特別会計 641 641 歳入 641 0
歳出 295 346

観光宿泊施設特別会計 37,306 37,306 歳入 37,307 1
歳出 37,300 6

合計 68,046,582 68,915,572 歳入 68,875,863 △ 39,709
歳出 67,307,983 1,607,589

※決算額については、単位未満四捨五入しています。
※決算時の予算現額とは、当該年度の予算に前年度からの繰越明許費繰越額及び
　事故繰越し繰越額を加えたものになります。

決算額
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３ 一般会計決算の状況 
 

(１) 平成 27 年度一般会計当初予算と決算 

  平成 27 年度一般会計の当初予算については、次のような基本方針により編成を行い、

417億 4,000万円を計上しました。 

決算は、歳入 420億 7,500万円、歳出 412億 8,600万円となりました。 

 
  

Ⅰ 予算編成の基本方針と重点事業 

27 年度は市制施行 10 周年を迎えます。各種の記念事業を通じて市民の一体感を醸

成するとともに、市民との協働によるまちづくりの実現に向けた事業が計画、実施さ

れます。 

また、懸案であった新庁舎が完成し、市の組織が一つの庁舎に集約されます。新た

な体制のもとで、市民サービスの充実と効率的な行政運営を目指す大きな節目の年で

もあります。 

こうしたことから、市の将来に向けた新たな出発点となるよう、住民福祉の向上を

念頭に、社会情勢や市民ニーズを把握した上で、計画性・公益性・合理性などから判

断し、既成概念にとらわれない予算編成に努めました。 

 

【予算編成の基本方針】 

 

1 重点項目に沿った年間予算の編成 

2 前例踏襲主義の排除 

3 義務的経費の見直し 

4 部局連携事業の調整 

5 行政評価等の的確な反映 

6 実施計画との整合 

7 特別会計の財政運営 

 

 

 

(２) 重点項目に係る決算 

当初予算では、次のような重点項目を掲げ、予算執行を行い、その決算は次の

とおりとなりました。 

なお、単位未満については切り捨てて表示しています。また、当初の予算額に

ついては、( )内に記載しました。 
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【重点項目】 

 

 

 

【具体化する主な取組み】 

 

◆ 10 周年記念事業（主な事業）                

     10 周年記念事業市民提案事業補助金     537 万円     （535 万円） 

     10 周年記念祝賀式典           402 万円     （391 万円） 

     10 周年記念市民パレード          995 万円    （1,021 万円） 

     安曇野市 1/2 成人式           312 万円      （352 万円） 

     オリジナルナンバープレート制作       178 万円      （216 万円） 

 

◆ 農村漁村活性化プロジェクト交付金       8,329 万円       （2 億円） 

◆ 多面的機能活動支援事業          1 億 9,012 万円  （1 億 7,980 万円） 

◆ 信州安曇野ハーフマラソン 2015 の実施    1,831 万円   （1,850 万円） 

◆ 安曇野花火、信州安曇野わさび祭り補助   1,260 万円   （1,260 万円） 

◆ 三郷スカイライン展望台等整備工事     2,019 万円   （2,359 万円） 

◆ しゃくなげの湯整備事業（H27 年分）     2 億 2,349 万円  （4 億 4,069 万円） 

 

農村漁村活性化プロジェクト交付金については、JA あづみが主体事業者である大型農産

物直売所「ハイジの里」本体工事及び外構工事に対して補助支援する事業ですが、入札時

の不調による着手時期の遅れと、豪雪（1/18～）の影響で工期延期が必要となり、4,231

万円を翌年度に事故繰越ししました。 

なお、国からの交付金の減額により当初予算額が 7,400 万円減額となりました。 

しゃくなげの湯整備事業については、出来高払いにより、2 億 1,695 万円は減額し、

翌年度の債務負担行為での対応となりました。 

 その他については、計画どおりに事業を行いました。 

 

 

 

 

【具体化する主な取組み】 

 

◆ あづみん運行車輛の購入補助           525 万円     （857 万円） 

◆ 災害時避難行動要支援者名簿の作成        163 万円    （163 万円） 

◆ 生活困窮者自立支援事業             561 万円    （841 万円） 

◆ 福祉バスの運行                 529 万円    （661 万円） 

◆ 高齢者の生きがいと健康づくり事業        347 万円    （370 万円） 

◆ 健康長寿のまちづくり事業            186 万円    （250 万円） 

◆ 後期高齢者医療人間ドック受診費用助成事業    887 万円   （1,146 万円） 

◆ 安曇総合病院建設費助成            2,800 万円   （2,800 万円） 

◆ 若年者健診                   243 万円    （349 万円） 

◆ 妊婦歯科健診                   73 万円    （105 万円） 

 

以上の事業については、計画どおりに行いました。

（１） 活力あふれるまちづくり 

（２） 健康長寿のまちづくり 
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【具体化する主な取組み】 

 

◆ クラムザッハとの交流事業          301 万円    （466 万円） 

◆ 三郷児童館増築事業           1 億 962 万円  （1 億 2,391 万円） 

◆ 病児・病後児保育事業            637 万円   （1,065 万円） 

◆ 認可外保育所児童処遇改善事業       1,325 万円   （1,483 万円） 

◆ 第３子無料化市外幼稚園等通園分補助金    239 万円    （709 万円） 

◆ アルプス保育園建設事業               0 万円 （2 億 4,389 万円） 

◆ 三郷北部保育園建設事業（用地取得、造成） 

                       1,684万円   （1億 3,542万円） 

◆ 豊科保育園大規模改修事業（H27 年分）   9,666 万円   （9,737 万円） 

◆ 小学校非構造部材耐震化工事(穂高西・三郷小)  

7,884 万円  （2 億 1,370 万円） 

◆ 市内中学生海外ホームステイ事業       841 万円    （863 万円） 

◆ 中学校大規模改造工事（豊科北中）     4,568 万円   （6,445 万円） 

◆ 中学校非構造部材耐震化工事（穂高東中外） 

1 億 6,324 万円   （2 億 45 万円） 

◆ 穂高幼稚園大規模改造（補強・老朽）工事 

 1 億 1,317 万円 （1 億 5,680 万円） 

◆ 三郷交流学習センター実施設計         999 万円   （4,096 万円） 
 

 

アルプス保育園建設事業については、平成 27 年度は部分払がありませんでした。 

三郷北部保育園建設事業については、一部相続登記の遅れにより用地取得が出来ず、

公有財産購入費 6,986 万円を翌年度に事故繰越ししました。 

小学校非構造部材耐震化工事については、三郷小学校第２体育館非構造部材耐震化

工事（Ⅱ期）が国の継続事業として扱われ、6,405 万円を繰越明許費として翌年度に

繰り越しました。 

穂高幼稚園大規模改造工事については、元々の構造不備による工期延長と、出来高

不足分 5,098 万円を繰越明許費として翌年度に繰り越しました。  

三郷交流学習センター実施設計については、隣接する道路拡張計画の決定待ちによ

り配置平面計画が遅延したことに伴い、建築確認申請の手続きが遅延したため 2,477

万円を翌年度に事故繰越ししました。 

その他については、計画どおりに事業を行いました。 

（３） 豊かな人を育むまちづくり 
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【具体化する主な取組み】 

 

◆ 全国名水サミット                250 万円   （250 万円） 

◆ 防犯灯 LED 化更新工事（三郷、明科）     5,208 万円  （6,264 万円） 

◆ 太陽光発電設置補助             2,376 万円  （3,600 万円） 

◆ 臭気指数規制導入事業              85 万円    （216 万円） 

◆ 麦転作田涵養事業                632 万円    （660 万円） 

◆ 松くい虫被害対策（松枯損木伐倒処理外）  1 億 7,791 万円（1 億 6,946 万円） 

◆ 松くい虫被害対策（更新伐）            4,627 万円  （8,000 万円） 

◆ 松くい虫被害対策（樹幹注入補助）        1,624 万円  （2,200 万円） 

◆ 除雪用建設機械購入               1,743 万円  （3,985 万円） 

◆ 除雪対策                1 億 3,745 万円（1 億 5,117 万円） 

◆ 市道新設改良事業            3 億 9,005 万円（4 億 1,360 万円） 

◆ 道路・橋梁長寿命化修繕工事           9,658 万円（1 億 4,600 万円） 

◆ 緑の基本計画策定                822 万円    （878 万円） 

◆ 緑化推進用苗木等配布他            425 万円   （961 万円） 

◆ 都市再生整備事業（穂高駅前・駅北街路）     5,187 万円（1 億 7,410 万円） 

◆ 消防団員安全確保のための装備充実       688 万円   （734 万円） 

◆ 防災倉庫の整備（豊科東小、明北小外）    1,134 万円  （1,291 万円） 

◆ 防災用品購入助成事業             187 万円   （200 万円） 

◆ 豊科公民館の耐震補強・大規模改修工事他 7 億 6,529 万円（7 億 6,794 万円） 

◆ 体育施設整備工事            1 億 4,414 万円（1 億 5,371 万円） 
 

 

道路・橋梁長寿命化修繕工事については、橋梁補修工事に伴い、河川法に基づき長

野県と河川占用申請の協議を進めていましたが、事務手続きに不測の日数を要したた

め、すずらん橋橋梁補修工事外 2 件の前金払いを除いた工事請負額 2,149 万円を繰越

明許費として翌年度に繰り越しました。 

都市再生整備事業については、穂高駅前広場改良工事がＪＲとの設計協議に時間を要し 

たため、工事費 8,990万円を平成２７、２８年度の債務負担行為設定（限度額Ｈ28 0円、

Ｈ29 8,990万円）し、第１期工事を平成２７年度に発注しました。 

また、駅北街路（県道穂高（停）線）の歩道整備を予定していましたが、県が実施予定 

の国道１４７号常盤町交差点付近の歩道整備と整合を図るため、実施年度を平成２８年度

に変更しました。都市計画道路吉野線については、補償調査委託業務において、権利者が

高齢のため代理人の選定等に日数を要したため工期を延長し、委託費 216 万円を翌年度に

事故繰越ししました。 

その他については、計画どおりに事業を行いました。 

（４） 環境を守り、安全・安心なまちづくり 
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【具体化する主な取組み】 

 

◆ 議会映像配信ＡＳＰシステム使用料        136 万円    （146 万円） 

◆ 本庁舎総合管理業務              7,843 万円   （7,969 万円） 

◆ 豊科支所跡地等整備事業（測量設計）        994 万円   （1,253 万円） 

◆ 穂高支所解体、改築事業（H27 年度分）    2 億 7,997 万円  (2 億 9,140 万円) 

◆ 三郷公民館、保健センター棟整備工事    5 億 5,972 万円 （5億 7,559 万円） 

◆ 堀金支所改修工事（図書館等へ改築）    4 億 5,020 万円 （5億 4,403 万円） 

◆ SAKURA プロジェクト                640 万円    （754 万円） 

◆ 住民票等コンビニ交付システム        3,440 万円   （7,042 万円） 

◆ 住宅改修事業補助金（スマイル）          3,713 万円   （4,290 万円） 

 

 

以上の事業については、計画どおりに行いました。 

 

（５） 協働によるまちづくりと行政サービスの向上 



４　一般会計決算の前年度との比較

　（１）歳入

歳入 （単位：円）
項目 平成27年度 平成26年度 増減 前年度比(%)

市税 11,712,855,323 12,070,112,837 △ 357,257,514 97.04%
地方譲与税 489,095,008 467,257,008 21,838,000 104.67%
利子割交付金 18,734,000 22,736,000 △ 4,002,000 82.40%
配当割交付金 52,330,000 64,688,000 △ 12,358,000 80.90%
株式等譲渡所得割交付金 53,775,000 49,229,000 4,546,000 109.23%
地方消費税交付金 1,833,286,000 1,098,668,000 734,618,000 166.86%
ゴルフ場利用税交付金 38,753,719 39,341,922 △ 588,203 98.50%
自動車取得税交付金 91,094,000 49,693,000 41,401,000 183.31%
地方特例交付金 55,392,000 53,454,000 1,938,000 103.63%
地方交付税 11,360,019,000 11,186,858,000 173,161,000 101.55%
交通安全対策特別交付金 14,943,000 14,885,000 58,000 100.39%
分担金及び負担金 768,237,539 722,568,389 45,669,150 106.32%
使用料及び手数料 355,666,730 422,515,914 △ 66,849,184 84.18%
国庫支出金 3,764,178,568 3,419,626,660 344,551,908 110.08%
県支出金 2,118,006,780 2,222,245,771 △ 104,238,991 95.31%
財産収入 268,629,650 117,778,078 150,851,572 228.08%
寄附金 752,898,800 6,880,852 746,017,948 10,941.94%
繰入金 1,088,210,467 967,284,314 120,926,153 112.50%
繰越金 1,211,423,425 992,306,261 219,117,164 122.08%
諸収入 1,506,732,497 1,584,121,881 △ 77,389,384 95.11%
市債 4,520,900,000 8,022,600,000 △ 3,501,700,000 56.35%

合計 42,075,161,506 43,594,850,887 △ 1,519,689,381 96.51%
※款別で集計しています。

　平成27年度一般会計歳入決算額は、前年度対比3.5％減の420億7,500万円、歳出決算額
は前年度対比2.6％減の412億8,600万円で、形式収支は7億8,900万円となりました。翌年
度に繰り越すべき財源1億1,200万円を除いた実質収支は、6億7,700万円の黒字となりま
した。

　個人市民税については、納税義務者の減少により1,500万円の減額、法人市民税につい
ては電子部品デバイス製造業、自動車関連製造業の落ち込みと税率変更により2億9,700
万円の減額となりました。
　消費税率の改定により地方消費税交付金については、7億3,400万円の増額となりまし
た。
　地方交付税については、1億7,300万円の増額となりました。
　使用料及び手数料については、第３子の保育料無料化事業などに伴い6,600万円の減少
になりました。
　国庫支出金については、地域住民生活等緊急支援のための交付金（地域消費喚起・生
活支援型、地方創生先行型）事業の繰越明許費などにより3億4,400万円の増加となりま
した。
　財産収入については、市有地や大天荘の売却により1億5,000万円増加しました。
　寄附金については、ふるさと寄附が好調で7億4,600万円増加しました。
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　（２）歳出

歳出（目的別） （単位：円）
項目 平成27年度 平成26年度 増減 前年度比(%)

議会費 291,375,532 275,335,064 16,040,468 105.83%
総務費 6,903,798,240 7,725,302,291 △ 821,504,051 89.37%
民生費 11,669,485,164 11,902,005,763 △ 232,520,599 98.05%
衛生費 2,418,313,376 2,725,910,293 △ 307,596,917 88.72%
労働費 70,697,222 71,110,317 △ 413,095 99.42%
農林水産業費 2,483,118,549 2,383,682,976 99,435,573 104.17%
商工費 2,233,762,691 1,612,648,271 621,114,420 138.52%
土木費 4,929,128,895 4,447,466,011 481,662,884 110.83%
消防費 1,458,644,293 2,077,451,043 △ 618,806,750 70.21%
教育費 4,390,928,141 4,714,591,114 △ 323,662,973 93.13%
災害復旧費 0 0 0
公債費 4,437,122,769 4,447,924,319 △ 10,801,550 99.76%
予備費 0 0 0

合計 41,286,374,872 42,383,427,462 △ 1,097,052,590 97.41%
※款別で集計しています。

歳出（性質別） （単位：千円）
項目 平成27年度 平成26年度 増減 前年度比(%)

人件費 5,478,875 5,438,043 40,832 100.75%
物件費 6,008,965 6,300,865 △ 291,900 95.37%
維持補修費 123,639 167,180 △ 43,541 73.96%
扶助費 5,677,263 5,824,870 △ 147,607 97.47%
補助費 4,734,444 3,761,851 972,593 125.85%
普通建設事業費 6,937,175 9,371,531 △ 2,434,356 74.02%
　　うち補助事業 1,561,669 955,507 606,162 163.44%
　　うち単独事業 4,852,799 8,201,758 △ 3,348,959 59.17%
災害復旧事業費 0 0 0
公債費 4,437,123 4,447,924 △ 10,801 99.76%
積立金 1,295,600 598,846 696,754 216.35%
投資及び出資金・貸付金 1,056,626 1,352,650 △ 296,024 78.12%
繰出金 5,536,665 5,119,667 416,998 108.15%

合計 41,286,375 42,383,427 △ 1,097,052 97.41%
※上記の性質別決算額については、地方財政状況調査に準じて集計したものです。

　総務費については、ふるさと寄附記念品、ふるさと寄附金基金積立金などで10億1,300
万円の増額、また、穂高・三郷・堀金支所等整備事業12億6,600万円の増額に対し、本庁
舎建設本体工事27億6,900万円の減額などにより8億2,100万円の減額になりました。
　民生費については、児童館整備事業等1億1,200万円、認定子ども園整備補助金1億
2,500万円、国民健康保険事業への繰出金1億3,800万円の増額などに対し、保育園建設事
業4億3,200万円、臨時福祉給付金9,500万円、子育て世帯臨時特例給付金7,900万円の減
額などにより2億3,200万円の減額になりました。
　衛生費については、安曇野市水道事業第1次拡張事業出資金2億200万円の減額などによ
り3億700万円の減額になりました。
　農林水産業費については、降雪災害復旧補助金1億6,400万円、強い農業づくり交付金1
億8,800万円の減額などに対し、国営中信平第2期事業負担金2億5,500万円、多面的活動
支援補助金1億5,200万円などの増額により9,900万円の増額になりました。
　商工費については、しゃくなげの湯整備事業2億2,300万円、安曇野市山岳環境整備基
金積立金1億1,900万円の増額などにより、6億2,100万円の増額になりました。
　土木費については、下水道特別会計繰出金2億6,000万円の増額などにより、4億8,100
万円の増額になりました。
　消防費については、デジタル同報系防災行政無線整備工事4億100万円、防災広場整備
工事3億4,500万円の減額などにより、6億1,800万円の減額になりました。
　教育費については、豊科公民館改修事業3億4,200万円、穂高幼稚園大規模改造1億
5,300万円の増額に対して、穂高会館耐震補強工事9億2,700万円の減額などにより3億
2,300万円の減額になりました。

　単位は「千円」で、千円未満四捨五入しています。
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【一般会計の決算額の内訳（グラフ）】

　※百万円未満四捨五入により、合計額は一致しません。

　　構成比については、単位未満四捨五入により100％になりません。

11,713百万円, 
27.8% 

2,632百万円, 6.3% 

11,360百万円, 
27.0% 

768百万円, 1.8% 

356百

万円, 
0.8% 

5,882百万円, 
14.0% 

1,088百万円, 2.6% 

1,211百万円, 2.9% 

4,521百万

円, 10.7% 

2,543百万円, 6.0% 

歳 入 目 的 別 内 訳 

市税 

地方譲与税等 

地方交付税 

分担金及び負担金 

使用料及び手数料 

国県支出金 

繰入金 

繰越金 

市債 

その他 
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　※　構成比については、単位未満四捨五入により100％になりません。

　※百万円未満四捨五入により、合計額は一致しません。

　  構成比については、単位未満四捨五入により100％になりません。

291百万円, 0.7% 

6,904百万円, 
16.7% 

11,669百万円, 
28.3% 

2,418百万

円, 5.9% 

71百万円, 0.2% 2,483百万

円, 6.0% 

2,234百万円, 
5.4% 

4,929百万円, 
11.9% 

1,459百万円, 3.5% 

4,391百万

円, 10.6% 

0百万円, 0.0% 
4,437百万円, 

10.7% 

歳 出 目 的 別 内 訳 

議会費 

総務費 

民生費 

衛生費 

労働費 

農林水産業費 

商工費 

土木費 

消防費 

教育費 

災害復旧費 

公債費 

5,479百万円, 
13.3% 

6,009百万円, 
14.6% 

124百万円, 0.3% 

5,677百万円, 
13.8% 

4,734百万円, 
11.5% 

6,937百万円, 
16.8% 

0百万

円, 
0.0% 

4,437百万円, 
10.7% 

1,296百万

円, 3.1% 

1,057百万円, 
2.6% 

5,537百万円, 
13.4% 

歳 出 性 質 別 内 訳 

人件費 

物件費 

維持補修費 

扶助費 

補助費等 

普通建設事業費 

災害復旧費 

公債費 

積立金 

出資金等 

繰出金 
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５　一般会計に係る地方債現在高の状況

(単位：円）

平成26年度 平成27年度 　　　　　　平成27年度元利償還額 差引現在高

 Ａ+Ｂ-Ｃ

末現在高Ａ 発行額　Ｂ 元　金　Ｃ 利　　子 計　　Ｄ 　　Ｅ

１　公共事業等債 896,601,545 498,500,000 169,557,849 9,229,682 178,787,531 1,225,543,696

うち財源対策債等 222,979,112 46,899,450 3,334,618 50,234,068 176,079,662

２　公営住宅建設事業債 272,714,622 30,370,760 5,137,172 35,507,932 242,343,862

３　災害復旧事業債 24,493,227 12,373,682 253,592 12,627,274 12,119,545

（１）単独災害復旧事業債

（２）補助災害復旧事業債 24,493,227 12,373,682 253,592 12,627,274 12,119,545

５　全国防災事業債務 58,400,000 101,900,000 5,761,534 141,842 5,903,376 154,538,466

６　教育・福祉施設等整備事業債 2,748,032,422 331,006,971 37,487,028 368,493,999 2,417,025,451

（１）学校教育施設等 1,898,239,227 238,461,861 31,606,277 270,068,138 1,659,777,366

（２）社会福祉施設等 192,686,304 24,703,564 2,238,346 26,941,910 167,982,740

（３）一般廃棄物処理 20,474,891 3,989,546 253,250 4,242,796 16,485,345

（４）一般補助施設整備等

　　うち転貸債

（５）施設整備事業 636,632,000 63,852,000 3,389,155 67,241,155 572,780,000

７　一般単独事業債 20,851,432,663 2,320,500,000 2,154,525,505 126,955,820 2,281,481,325 21,017,407,158

うち　地域総合整備事業 16,322,000 10,808,000 149,819 10,957,819 5,514,000

うち　旧地総債（継続事業分） 14,308,000 3,706,000 147,807 3,853,807 10,602,000

うち　地域活性化事業債 12,200,000 3,050,000 137,250 3,187,250 9,150,000

うち　防災対策事業債 20,540,000 17,000,000 6,490,000 70,005 6,560,005 31,050,000

うち　旧合併特例事業債 18,882,588,000 2,303,500,000 1,718,536,500 97,102,595 1,815,639,095 19,467,551,500

　（１）旧市町村合併特例事業 18,882,588,000 2,303,500,000 1,718,536,500 97,102,595 1,815,639,095 19,467,551,500

　（２）旧市町村合併推進事業

うち　地方道路等整備 1,570,368,840 253,563,048 25,754,033 279,317,081 1,316,805,792

うち　一般事業債（河川分） 15,277,473 3,782,883 293,379 4,076,262 11,494,590

うち　一般事業債（臨時高等学校改築）

うち　地域再生事業分

うち　日本新生緊急基盤整備事業

うち　臨時経済対策事業債

うち　(新)緊急防災・減災事業債 95,400,000 9,540,000 239,866 9,779,866 85,860,000

８　辺地対策事業債

９　過疎対策事業債

10　公共用地先行取得等事業

11　行政改革推進債

12　厚生福祉施設整備事業債 143,340,953 26,651,211 2,779,545 29,430,756 116,689,742

13　地域財政特例対策費

14　退職手当債（～平成17年度)

15　退職手当債（平成18年度～)

16　国の予算貸付 9,828,907 1,483,398 344,009 1,827,407 8,345,509

うち　転貸によるもの

17　地域改善対策特定事業債

うち　法第５条によるもの

18　財　源　対　策　債 1,194,437,845 235,145,974 18,020,436 253,166,410 959,291,871

19　減収補填債（昭和57・61・H5～7・9～27年度分）

20　臨時財政特例債

21　公共事業等臨時特例債

22　減税補填債 652,734,442 98,883,621 6,974,535 105,858,156 553,850,821

23　臨時税収補填債 108,341,455 35,988,555 1,995,743 37,984,298 72,352,900

24　臨時財政対策債 14,670,675,800 1,600,000,000 1,001,259,303 120,102,730 1,121,362,033 15,269,416,497

25　調　　整　　債（昭和60～63年度分）

26　減収補填債（平成14・19～27年度分）

27　都道府県貸付金

うち　予算貸付によるもの

28　そ　　　の　　　他 34,673,994 2,771,859 846,441 3,618,300 31,902,135

　小　計　（１～２８） 41,665,707,875 4,520,900,000 4,105,780,222 330,268,575 4,436,048,797 42,080,827,653

うち　財源対策債等 1,417,416,957 282,045,424 21,355,054 303,400,478 1,135,371,533

うち　減収補填債

41,665,707,875 4,520,900,000 4,105,780,222 330,268,575 4,436,048,797 42,080,827,653

（１）借入目的別

区   　　　分

合　　　計

- 14 -



（２）借入利率別
(単位：円）

現在高の内訳

　借　　入　　先

政府資金 12,644,629,251 3,354,599,723 2,216,579,890 3,723,449,506 2,604,287,800 709,265,049 36,447,283

(1)財政融資資金 10,554,207,345 3,124,952,551 1,961,512,327 3,552,766,998 1,816,225,570 80,764,238 17,985,661

うち旧資金運用 668,102,604 569,352,705 80,764,238 17,985,661

うち旧還元融資 77,549,350 77,549,350

(2)旧郵政公社資金 2,090,421,906 229,647,172 255,067,563 170,682,508 788,062,230 628,500,811 18,461,622

(ｱ)旧郵便貯金資金 78,268,188 68,748,200 1,949,742 7,570,246

2,012,153,718 160,898,972 253,117,821 163,112,262 788,062,230 628,500,811 18,461,622

地方公共団体金融機構 3,871,985,393 1,400,297,537 1,368,208,883 822,553,863 241,916,380 39,008,730

国の予算貸付等 8,345,509

市中銀行 15,445,998,500 13,588,434,500 537,570,000 426,410,000 893,584,000

その他の金融機関 10,035,980,000 7,075,090,000 1,185,610,000 1,775,280,000

保険会社等

交付公債

市場公募債

共済等 73,889,000 73,889,000

政府保証付外債 

その他

計 42,080,827,653 24,018,124,223 5,340,057,427 7,367,237,389 4,320,425,663 951,181,429 75,456,013

（つづき） (単位：円）

現在高の内訳

　借　　入　　先

政府資金

(1)財政融資資金

うち旧資金運用

うち旧還元融資

(2)旧郵政公社資金

(ｱ)旧郵便貯金資金

地方公共団体金融機構

国の予算貸付等 8,345,509

市中銀行

その他の金融機関

保険会社等

交付公債

市場公募債

共済等

政府保証付外債 

その他

計 8,345,509

平成27年度
末現在高 0.5％以下 1.0％以下 1.5％以下 2.0％以下 2.5％以下

(ｲ)旧簡易生命保険資金

3.0％以下

(ｲ)旧簡易生命保険資金

3.5％以下 4.0％以下 4.5％以下 5.0％以下 6.0％以下 7.0％以下 7.0％超
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６　各会計に係る基金残高の状況

平成26年度

年度末
現在高

積立額 積立利子 積立額計 繰入額
年度末
現在高

5,114,380,141 400,000,000 25,208,627 425,208,627 392,527,000 5,147,061,768

2,072,416,238 9,779,681 9,779,681 2,082,195,919

3,742,496,734 17,660,751 17,660,751 325,000,000 3,435,157,485

97,618,235 460,658 460,658 75,992,000 22,086,893

2,618,787,503 0 161,000,000 2,457,787,503

2,457,328 11,596 11,596 2,468,924

129,544,029 611,315 611,315 5,278,856 124,876,488

4,388,314 20,708 20,708 500,000 3,909,022

4,295,578 20,270 20,270 2,000,000 2,315,848

19,634,341 200,000 200,000 831,200 19,003,141

479,436,908 127,950 2,262,451 2,390,401 48,000,000 433,827,309

41,592,500 0 41,592,500

10,830,496 5,290,000 51,108 5,341,108 10,771,000 5,400,604

4,932,632 23,276 23,276 4,955,908

20,827,431 20,610,000 98,284 20,708,284 15,294,760 26,240,955

2,746,598 2,340,000 12,961 2,352,961 1,922,400 3,177,159

112,969,485 56,530,000 533,100 57,063,100 39,067,971 130,964,614

0 119,880,000 119,880,000 119,880,000

312,482,541 1,474,597 1,474,597 7,000,000 306,957,138

5,628,068 26,558 26,558 5,654,626

6,333,631 29,888 29,888 6,363,519

17,682,356 83,442 83,442 17,765,798

2,185,584 10,313 10,313 2,195,897

2,460,618 300,000 11,611 311,611 2,772,229

119,188,148 9,627,000 562,445 10,189,445 607,000 128,770,593

7,369,275 34,775 34,775 1,500,000 5,904,050

0 621,692,000 621,692,000 621,692,000

2,752,879 12,990 12,990 2,765,869

322,287,968 0 923,779 923,779 323,211,747

（うち現金） 195,758,557 923,779 923,779 196,682,336

（うち土地） 126,529,411 0 126,529,411

国 791,283,425 203,000,000 2,318,354 205,318,354 300,000,000 696,601,779

6,382,711 2,900,000 30,119 2,930,119 9,312,830

10,777,035 0 50,856 50,856 200,000 10,627,891

21,756,113 500,000 102,666 602,666 22,358,779

1,696,939 900,000 8,007 908,007 2,604,946

1,347,575 700,000 6,359 706,359 2,053,934

介 332,094,597 31,288,000 1,567,146 32,855,146 364,949,743

農 26,815,158 1,356,540 1,356,540 28,171,698 0

下 410,235,147 1,935,889 1,935,889 412,171,036 0

16,880,114,259 1,475,884,950 67,301,120 1,543,186,070 1,827,834,921 16,595,465,408

（注）　会計年度を基準とした基金の状況です。

（単位：円）

区　　　　分

平成27年度

一
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
般

財政調整基金

減債基金

公共施設整備基金

庁舎建設基金

地域振興基金

分収造林事業基金

旧穂高町外１ｹ町一ノ沢山林組合に関する基金

旧穂高町外１ｹ町淺川山林組合に関する基金

人材育成基金

国際交流基金

福祉基金

ふるさと水と土保全基金

豊科安曇野の里基金

天蚕振興基金

三郷農林漁業体験実習館基金

ふるさとづくり基金

堀金産地形成促進施設基金

堀金観光開発基金

安曇野市山岳環境整備基金

三郷図書館建設事業基金

青少年健全育成基金

財
産
区

上川手財産区基金

北の沢山林財産区基金

有明山林財産区基金

富士尾沢山林財産区基金

青少年交流事業支援基金

博物館等美術品取得及び特別展開催基金

名誉市民田淵行男顕彰基金

奨学金基金

霊園施設整備基金

穂高山林財産区基金

介護保険支払準備基金

農業集落排水事業建設基金

公共下水道建設基金

基　金　合　計

ふるさと寄附金積立金

西穂高会館維持運営基金

土
地

土地開発基金

国民健康保険支払準備基金
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７　財政健全化について

実質赤字比
率

連結実質
赤字比率

― ―

(12.00) (17.00)

22.5

(25.0) (350.0)

備考
１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率が算定され
　ない場合は「－」を記載しています。
２　早期健全化基準は括弧内に記載しています。

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が平成19年度に成立し、以来毎年前年度決算に
基づいて算出した数値を公表しています。
　公表内容は「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」で
す。企業会計については「資金不足比率」も公表します。
　平成27年度については以下のとおりです。

平成27年度決算における安曇野市健全化判断比率（暫定値）

実質公債費比率 将来負担比率

10.5
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現年分 滞繰分 計 現年分 滞繰分 計

27年度 4,398,995,190 189,801,122 4,588,796,312 4,355,953,807 47,389,815 4,403,343,622

26年度 4,412,256,984 203,540,122 4,615,797,106 4,362,750,592 56,364,164 4,419,114,756

25年度 4,370,379,217 257,594,994 4,627,974,211 4,321,348,193 63,100,830 4,384,449,023

27年度 1,142,283,100 5,653,742 1,147,936,842 1,139,892,809 1,334,941 1,141,227,750

26年度 1,438,625,500 6,270,951 1,444,896,451 1,436,832,400 1,913,569 1,438,745,969

25年度 969,269,200 7,472,958 976,742,158 967,341,300 2,229,809 969,571,109

27年度 5,217,135,500 322,811,141 5,539,946,641 5,154,565,914 78,861,927 5,233,427,841

26年度 5,292,313,100 342,641,988 5,634,955,088 5,213,518,183 89,800,728 5,303,318,911

25年度 5,206,041,100 399,551,010 5,605,592,110 5,125,869,125 109,945,845 5,235,814,970

27年度 22,070,000 0 22,070,000 22,070,000 0 22,070,000

26年度 21,410,300 0 21,410,300 21,410,300 0 21,410,300

25年度 21,324,100 0 21,324,100 21,324,100 0 21,324,100

27年度 245,187,000 7,038,107 252,225,107 243,267,304 2,223,039 245,490,343

26年度 239,384,800 8,115,394 247,500,194 237,510,178 2,535,680 240,045,858

25年度 231,427,700 9,219,591 240,647,291 229,171,280 2,766,551 231,937,831

27年度 628,639,467 0 628,639,467 628,639,467 0 628,639,467

26年度 608,298,533 0 608,298,533 608,298,533 0 608,298,533

25年度 637,207,709 0 637,207,709 637,207,709 0 637,207,709

27年度 38,588,400 3,813,050 42,401,450 38,332,000 324,300 38,656,300

26年度 39,659,600 3,331,960 42,991,560 38,655,250 523,260 39,178,510

25年度 39,881,100 3,687,530 43,568,630 39,849,700 386,970 40,236,670

26年度 0 0 0 0 0 0

25年度 0 0 0 0 0 0

24年度 0 0 0 0 0 0

27年度 11,692,898,657 529,117,162 12,222,015,819 11,582,721,301 130,134,022 11,712,855,323

26年度 12,051,948,817 563,900,415 12,615,849,232 11,918,975,436 151,137,401 12,070,112,837

25年度 11,475,530,126 677,526,083 12,153,056,209 11,342,111,407 178,430,005 11,520,541,412

入湯税

特別土地保有税

合　　　計

個人市民税

法人市民税

純固定資産税

国有資産等所
在市町村交付

金

軽自動車税

市たばこ税

年度別市税状況
　 平成27年度の経済情勢は、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気の下振れの影響や円安による原材料価格の上
昇を受け、製造業を中心に業況の悪化がみられたものの、雇用情勢の改善など全体では、穏やかな回復基調が続きました。
　市税現年度分調定では、法人市民税で電子部品・デバイス製造業、自動車・同付属品製造業での落ち込みと税率の引き下げに
より、約２億９千６百万円、個人市民税で納税義務者の減少により１千３百万円余りの減額となりました。　固定資産税は、評価替
えによる在来家屋の減価で７千５百万円余り減額となっています。たばこ税は小売販売業者の増加により２千万円余りの増額に

区      分
調  定  額 収  入  済  額

－18－



現年分 滞繰分 計 現年分 滞繰分 計 現年分 滞繰分 計

13,472 11,177,075 11,190,547 43,027,911 131,234,232 174,262,143 99.02 24.97 95.96

0 6,139,812 6,139,812 49,506,392 141,036,146 190,542,538 98.88 27.69 95.74

16,197 40,365,852 40,382,049 49,014,827 154,128,312 203,143,139 98.88 24.50 94.74

140,991 1,413,600 1,554,591 2,249,300 2,905,201 5,154,501 99.79 23.61 99.42

0 520,940 520,940 1,793,100 3,836,442 5,629,542 99.88 30.51 99.57

0 900,098 900,098 1,927,900 4,343,051 6,270,951 99.80 29.84 99.27

459,297 16,435,884 16,895,181 62,110,289 227,513,330 289,623,619 98.80 24.43 94.47

737,500 3,761,184 4,498,684 78,057,417 249,080,076 327,137,493 98.51 26.21 94.11

348,900 19,839,932 20,188,832 79,823,075 269,765,233 349,588,308 98.46 27.52 93.40

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

14,400 272,296 286,696 1,905,296 4,542,772 6,448,068 99.22 31.59 97.33

0 261,164 261,164 1,874,622 5,318,550 7,193,172 99.22 31.25 96.99

0 498,566 498,566 2,256,420 5,954,474 8,210,894 99.03 30.01 96.38

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

0 0 0 0 0 0 100.00 － 100.00

0 0 0 256,400 3,488,750 3,745,150 99.34 8.51 91.17

0 0 0 1,004,350 2,808,700 3,813,050 97.47 15.70 91.13

0 0 31,400 3,300,560 3,331,960 99.92 10.49 92.35

0 0 0 0 0 0 － － －

0 0 0 0 0 0 － － －

0 0 0 0 0 0 － － －

628,160 29,298,855 29,927,015 109,549,196 369,684,285 479,233,481 99.06 24.59 95.83

737,500 10,683,100 11,420,600 132,235,881 402,079,914 534,315,795 98.90 26.80 95.67

365,097 61,604,448 61,969,545 133,053,622 437,491,630 570,545,252 98.84 26.34 94.80

なりましたが、現年度分全体の調定額は、前年比較３億５千９百万円余りの減額となりました。
　収納率は、市税全体で95.83％と前年比0.16ポイント増加し、収入未済額は、５千５百万円余り減額になりました。
　収入額全体では３億５千７百万円余りの減少となっています。
　今後は、地方税法の改正による税率変更で軽自動車税は増額が見込まれるものの、法人税率は引き下げが予定され
ております。

不  納  欠  損  額 収入未済額 収  納  率  （％）

－19－
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平成 28 年度    

部 議会事務局    決算書 

ページ 
50 

課     

係等 庶務係     

 

予
算 

款 １ 議会費 
総
合
計
画 

基本方針  

項 １ 議会費 主要施策  

目 １ 議会費 基本施策  

事業 0101010 議会費 具体的な施策  

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

295,354,000 291,375,532 0 3,978,468 98.7％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 議会議員 25 人 

２ 議会事務局職員 6人 

３ 議会の活動状況（平成 27 年 1月 1 日～平成 27 年 12 月 31 日） 

（１）定例会、臨時会 

  ア 開催日数及び会期    ※映像配信ＡＳＰシステム使用料［1,360,800 円（年度分）］ 

区分 回数 
会期 本会議の映像配信 

日数 本会議 委員会 休会 ライブ 録画 

定例会 4 107 24 23 83 24 6 月定例会の本会議か

ら実施。本会議からおお

むね 7日後に配信 
臨時会 2 2 2 1 0 2 

計 6 109 26 24 83 26 

  イ 審議議案等 

市長提出 議員提出 
推薦

選挙 
合計 

条例 予算 決算 
専決

処分 

その

他 
小計 

条例

規則 
決議 

意見

書 

その

他 
小計 

64 46 15 32 47 204 3 1 10 1 15 0 219 

  ウ 請願・陳情 

 受理 審議 採択 
不採

択 

審査

未了 

継続

審査 

取り

下げ 

その

他 

請願 3 3 3      

陳情 11 9 3 3 2 1  2 

（２）常任委員会 

  ア 付託事件 

区分 
開会

回数 

付託事件 

議案 請願 陳情 

総務委員会（総務環境委員会） 7(2) 23(7) 0(0) 3(0) 

環境経済委員会 6 39 0 1 

福祉教育委員会 10 50 3 4 

建設水道委員会（経済建設委員会） 6(3) 28(15) 0(0) 0(1) 

（３）議会運営委員会   30 回開催 

（４）議会広報特別委員会 21 回開催 

ア 議会だより    年 4 回発行（第 38・39・40・41 号）[2,722,464 円] 
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予
算 

款 １ 議会費 
総
合
計
画 

基本方針  

項 １ 議会費 主要施策  

目 １ 議会費 基本施策  

事業 0100010 議会費 具体的な施策  

その２ 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
（５）全員協議会     30 回開催 

（６）議会改革推進委員会 13 回開催 

（７）議会報告会 

開催日時 開催場所 参加者数 備考 

5 月 22 日（金）午後 7時～ 本庁舎４階大会議室 101  

（８）委員会行政視察 [3,465,680 円] 

区分 期日 視察先等 

総務委員会 平成 27 年 10 月 13

日～10 月 15 日 

山口県防府市（公共施設のあり方や再配置）、

福岡県久留米市（まち・ひと・しごと創生総

合戦略）、佐賀県小城市（ふるさと納税）、福

岡県宗像市（地域活性化と道の駅） 

環境経済委員会 平成27年7月29日

～7月 31 日 

熊本県熊本市（地下水保全と涵養及び水質汚

染対策）、長崎県長崎市（空き家対策・長崎

さるく） 

福祉教育委員会 平成27年7月28日

～7月 30 日 

東京都立川市（保健センターの取り組み・地

域見守りネットワーク事業）、東京都調布市

（クッキングハウス・こころの健康支援セン

ター）、東京都東大和市（学力向上への特色

ある取り組み） 

建設水道委員会 平成27年8月18日

～8月 19 日 

岐阜県高山市（中部縦貫自動車道整備）、石川

県金沢市（金沢駅西広場整備事業・水道事業

における施設整備等）、石川県能美市（能美根

上周辺地区の都市再整備） 

議会運営委員会 平成28年1月14日

～1月 15 日 

滋賀県東近江市、三重県伊賀市（予算決算委

員会と議会運営全般の取り組み） 

議会広報特別委員会 平成 28 年 2 月 1 日

～2月 2日 

東京都あきる野市（議会だよりの編集）埼玉

県㈱会議録センター（広報編集研修） 

４ 議員研修[587,360 円] 

（１）市町村議会議員特別セミナー（市町村アカデミー） 14 人参加 

（２）市町村議会議員短期研修（国際文化アカデミー）  10 人参加 

（３）第 11 回長野県地方自治政策課題研修会（長野市）  17 人参加 

（４）中信四市議会議員研修会（塩尻市）        24 人参加 

（５）市町村アカデミー講師による市議会議員研修（7月 17 日開催）24人参加 

５ 政務活動費[2,177,734 円] 

会派名 金額（円） 会派等名 金額（円） 

信誠会 772,500 小林純子（4～11 月分） 60,000 

政和会 540,000 荻原勝昭（4～10 月分） 52,500 

公明党 252,602 増田望三郎（4～10 月分） 52,500 

日本共産党安曇野市議団 215,132 林 孝彦（4～10 月分） 52,500 

民心・無所属の会 142,500 濵 昭次（11～3 月分） 37,500 

  
上記の評価と課題等 

第２回議会報告会を 5 月に新本庁舎で開催し、101 人が参加。6 月定例会から本会議の録画映像

をインターネットで配信。7月には、市町村アカデミー講師による政務活動費等の研修をした。 

今後もより開かれた議会運営とともに、議決結果や市政の諸課題について、市民への報告や意見

を聴く機会を設け、併せて政策立案、政策提案及び政策提言などに取り組んでいきます。 
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平成 28 年度  

部 総務部   決算書 

ページ 
50 

課 総務課 

係等 庶務法規担当  

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点に立った行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 01 一般管理費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102010 一般管理費 具体的な施策 業務の効率化 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

1,989,180,000 1,988,108,156 0 1,071,844 99.95％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

686,796,695 
自衛官募集事務委託金 19,700 派遣職員給与費負担金 63,921,995 

特例事務処理交付金 1,163,000 指定寄附金 621,692,000 

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
（１）寄附募集  寄附募集の申請があった 35件について条件を付して許可しました。 
 
（２）固定資産評価審査委員会 

   固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するための委員会で、３名の委

員を選任しています。 

   平成 27 年度は土地に関する審査申出が１件あり、審査の結果、評価額は適正であると判断

し申出を棄却しました。 

   第１回（６月９日） 固定資産評価審査申出１件（土地）を受け、委員会を開催 

   第２回（11 月 12 日） 委員の改選（１名）、固定資産税についての研修実施 
 
（３）寄附採納関係 

   市に対する寄附申出を受け一般会計に歳入された決算額は 752,898,800 円でした。 

     平成 27 年度にふるさと寄附基金を創設し、621,692,000 円を基金に積立てました。 

寄附金の区分 
27 年度 

件数 

27 年度 

寄附額 

 26 年度 

件数 

26 年度 

寄附額 

一般寄附 0 件 0 円 0 件 0 円 

指定寄附(ふるさと寄附以外) 22 件 4,376,588 円 12 件 1,718,852 円 

指定寄附(ふるさと寄附) 4,439 件 748,522,212 円 211 件 5,162,000 円 
 
（４）平和推進事業関係 

   ・広島平和記念式典への参加（平成 27 年８月５日・６日） 

     参加者 26 人（うち中学校７校の生徒 21 人） 

   ・被爆アオギリ二世の記念植樹式及び第５回安曇野市平和のつどい（平成 27 年 11 月 21 日） 

     市制施行 10周年事業として、広島市長の平和記念講演会を開催  

上記の評価と課題等 

市制施行 10 周年を迎え、ふるさと寄附の申し込み方法、お礼の品等の充実を図った結果、件数、

金額ともに激増しました。(対前年比 件数：4,228 件増、金額：743,360,212 円増) 

平成 28 年度においても地場産業の活性化とこれに伴う雇用の拡大を大きな目標にしながら、自

主財源の確保に努めたいと考えます。 

 また、市制施行 10 周年事業として開催した平和推進事業では、広島市から贈呈された被爆アオ

ギリ二世の植樹式や広島市長の講演会を通じて、参加者が平和についてより考える時間を作れたと

考えています。 
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平成 28 年度  

部 総務部  決算書 

ページ 
66 

課 総務課 

係等 庶務法規担当 

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 02 文書広報費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102190 文書管理費 具体的な施策 業務の効率化 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

91,989,000 90,480,162 0 1,508,838 98.36％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

640,282 

 

コピー等サービス料 640,282   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 公文書の管理（文書の収受、作成、起案、決裁、施行、整理保存、廃棄）の徹底並びに条例等の

制定、改廃、公布事務等を実施しました。 

 また、ファイリングシステムにつきましては、前年の先行導入（11 課）に続き全部署に導入し、

個人管理の文書から組織管理の文書への移行（文書の共有化）、重複文書の削減、文書保管スペー

スの確保及び文書検索の短縮化を図りました。 

（１）   文書の送達件数は次のとおりです。（郵便料等：66,612,837 円） 

なお、文書送達の経費を抑制するため、郵便の割引制度の徹底を行っています。 

区  分 件  数 

郵便 1,378,252 

宅配便 606 

回覧 250 

（２）  平成 27年 5月 7 日に新庁舎が開庁し本庁機能が集約できたことから、本庁舎と各支所の

文書収受のためのメール便については、１日当たり４便を減らし午後２便を運行しました。 

（臨時職員賃金：3,281,569 円（郵便物仕分け作業とメール便運行）） 

（３）   条例、規則等の制定改廃に伴う審査及び公布を行いました。 

   特に平成 27 年度は、行政不服審査法の改正に伴う例規整備を行いました。 

区  分 公布本数 

条例 77 

規則 100 

訓令（規程等） 37 

告示（要綱等） 123 

（４）  条例、規則等の制定改廃に伴い、例規集等データベースの維持管理を行いました。 

（委託料：2,155,248 円） 

    なお、この業務については、平成 24年度から平成 28 年度までの債務負担行為により、契

約を締結しています。 

（５）  行政不服審査法の改正に伴う例規整備を行いました。 

    （委託料：907,200 円） 

 

 



- 27 - 

 

その２ 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 02 文書広報費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102190 文書管理費 具体的な施策 業務の効率化 

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
（６）行政手続法、行政手続条例に沿い、適正な行政手続を行うための維持管理に努めました。 

   （委託料：362,880 円） 

（７）ファイリングシステムを全部署に導入しました。 

個人管理から組織で管理する文書へ移行し、重複文書の削減、文書保管スペースの確保及

び文書検索の短縮を図りました。（委託料：9,052,560 円） 

 

上記の評価と課題等 

 新庁舎における文書管理全般の改善が必要であることから、ファイリングシステム方式を中心と

した文書管理に移行しました。 

 平成 27 年度は全部署に導入し、文書の共有化、重複文書の削減、文書保管スペースの確保及び

文書検索の短縮化を図りました。 

 また、例規の見直しについては、平成 27 年度は 337 本の改正を行いました。引き続き必要な見

直しを行い、例規整備を進めていきます。 

 



- 28 - 

 

 

平成 28 年度  

部 総務部   決算書 

ページ 
66 

課 総務課 

係等 庶務法規担当  

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 02 文書広報費 基本施策 行財政改革の推進 

事業 0102200 公文書整理事業 具体的な施策 本庁舎等の建設 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

10,500,000 10,304,437  195,563 98.14％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
公文書整理事業 

（１）現用文書のデータベース化 

  前年に引き続き、27 年度は旧上川手分場、旧明科法務局に保管している現用文書の登録作業

を行い、バーコード管理によるデータベース化をしました。このことにより、文書の所在等の検

索が容易にできるようになりました。 

  平成 27 年度末 現用文書登録件数：51,915 件（臨時職員賃金：8,192,200 円） 

 

（２）歴史的価値を有すると思われる文書の整理及び保存 

  平成 27 年度も引き続いて各課よりガイドラインに沿って持ち込まれた文書の整理及び配架作

業を行い、歴史的価値が有すると思われる文書（非現用文書）を文化課に移管しました。 

   累計非現用文書登録件数：43,717 件 

   

  

上記の評価と課題等 
現用文書登録作業を開始する前に文書整理を周知したため、不用な文書の廃棄に繋がりました。

登録作業によりバーコードを簿冊に貼付して保管場所等の情報を管理することができるようにな

りました。今後、登録文書の閲覧、貸出及び書庫の管理等について適切な対応をしていきます。 
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平成 28 年度  

部 総務部   決算書 

ページ 
78 

課 総務課 

係等 庶務法規担当 

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点に立った行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 11 諸費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102420 諸費 具体的な施策 業務の効率化 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

3,214,000 2,683,336 0 530,664 83.49% 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
（１）顧問弁護士関係 

   市の行政運営における法律問題や不服申し立て等に関する対応を的確に行うため、顧問弁護

士として平成27年度は新たに１人を選任し合計３人を選任しました。27年度の相談件数は110

件でした。 

  ○顧問弁護士等に係る支出状況 

事業名 弁護士名 決算額 

顧問弁護士委託 

・安曇野法律事務所  宮澤 幸平弁護士 

・山根伸右法律事務所 山根 伸右弁護士 

・東京平河法律事務所 橋本  勇弁護士 

1,944,000 円 

（２）係争事件に係る支出 

   弁護を委任している訴訟代理弁護士に着手金等を支出しました。 

   ○係争事件に係る支出 

事件名 弁護士名 決算額 

長野地方裁判所平成 21年（行ウ）第 18号

一般廃棄物処理業の許可申請許可処分取

消請求事件［諸経費等］ 

久保田法律事務所 108,954 円 

長野地方裁判所平成 25 年（行ウ）第７号

許可処分取消等請求事件［諸経費等］ 
久保田法律事務所 36,382 円 

東京高等裁判所平成 26 年（行コ）第 361

号行政処分取消等請求控訴事件[報酬] 
山根伸右弁護士 162,000 円 

長野地方裁判所平成 26 年（行ウ）第４号

道路工事の諸補償請求事件[報酬] 
山根伸右弁護士 216,000 円 

長野地方裁判所平成 27 年（セ）第 1 号土

地買取請求等調停事件[着手金] 
山根伸右弁護士 108,000 円 

長野地方裁判所平成 27 年（セ）第 1 号土

地買取請求等調停事件[報酬] 山根伸右弁護士 108,000 円 
 

上記の評価と課題等 
行政運営上、憲法や民法のほか地方自治固有の法律を正しく解釈し適切に運用していくことが必

要不可欠です。法律の専門家である弁護士を顧問弁護士に委託することは、今後も必要と考えます。 
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平成 28 年度  

部 総務部   決算書 

ページ 
80 

課 総務課 

係等 庶務法規担当  

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 12 情報公開費 基本施策 開かれた市政の推進 

事業 0102450 情報公開管理費 具体的な施策 行政資料の公表・情報提供の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

237,000 129,349 0 107,651 54.58％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

55,070 
コピー等サービス料 55,070   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 情報公開制度と個人情報開示制度を適正に運用し、市の保有する情報の一層の公開を図るため、

随時、情報公開の請求のあった担当課との協議を行いました。 

 個人情報保護のため、「個人情報取扱事務登録簿」の整理を行い、「個人情報取扱事務一覧表」等

をホームページで公表しました。 

（１）情報公開制度の実施状況は、次のとおりです。             （単位：件） 

実施機関 請求数 

公開請

求公文

書数 

処理内訳 
不服 

申立数 公開 
部分 

公開 
非公開 不存在 

請求 

拒否 
取下げ 

市長 50 4,965 3,940 1,014 2 6 0 3 1 

議会 6 281 225 56 0 0 0 0 0 

教育委員会 6 64 47 16 0 0 0 1 0 

選挙管理委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

監査委員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

公平委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

農業委員会 4 197 125 71 0 1 0 0 0 

固定資産評価

審査委員会 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合  計 66 5,507 4,337 1,157 2 7 0 4 1 

（２）個人情報開示制度の実施状況は、次のとおりです。           （単位：件） 

実施機関 請求数 
処理内訳 

不服申立数 
開示 部分開示 非開示 

市長 12 6 3 3 0 

議会 0 0 0 0 0 

教育委員会 0 0 0 0 0 

選挙管理委員会 0 0 0 0 0 

監査委員 0 0 0 0 0 

公平委員会 0 0 0 0 0 

農業委員会 0 0 0 0 0 

固定資産評価審査委員会 0 0 0 0 0 

合  計 12 6 3 3 0 
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予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 12 情報公開費 基本施策 開かれた市政の推進 

事業 0102450 情報公開管理費 具体的な施策 行政資料の公表・情報提供の充実 

 

その２ 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
（３）安曇野市情報公開・個人情報保護審査会 

    委員数：５人 

任 期：平成 26年６月１日から平成 28年５月 31 日まで 

 会議等：審査会の開催状況は次のとおり 

        ○平成 27 年７月 24日 

         ・平成 26 年度情報公開制度の実施状況及び個人情報開示制度の実施状況 

の報告等 

         ・外部委託に伴う個人情報の保護措置及び外部の電子計算機との回線結合に 

          関する諮問について（市民課） 

        ○平成 27 年 11 月 18 日 

         ・外部委託に伴う個人情報の保護措置及び外部の電子計算機との回線結合に 

          関する諮問について答申（案）（市民課） 

         ・公文書不存在決定に係る諮問について（秘書広報課） 

 

 

        

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 

 平成 27 年度の情報公開請求の状況は、前年度と比較して件数は若干増加しています。また、文

書件数も大幅に増加しています。これは、１件の請求に対する内容が、複雑かつ広範囲になってい

ることが増加の要因と考えられます。 

情報公開制度において、１件の不服申立がありましたが、個人情報開示制度は、不服申立は無く、

概ね適正な運用が図れました。 

 今後も、市が保有する公文書を市民と共有し、情報公開制度の総合的な推進を図ることに努めま

す。 
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課 総務課 

係等 契約担当 

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 05 財産管理費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102260 契約管理費 具体的な施策 業務の効率化 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

4,071,000 3,361,232 0 709,768 82.6％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 

    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
(1)建設工事関係  

    平成 27 年度の契約件数は 196 件で、うち一般競争入札が 164 件、指名競争入札が 10件、随

意契約が 22 件でした。一般競争入札のうち、電子入札により実施したものが 6件、総合評価落

札方式で実施したものが 1件でした。 

                                     （単位：千円） 
年
度 

 土木工事 舗装工事 管工事 電気工事 建築工事 その他 計 

27 
件数 72 35 10 11 43 25 196 

金額 1,034,618 338,569 414,126 295,499 2,867,130 460,475 5,410,417 

26 
件数 70 26 11 8 27 39 181 

金額 1,057,255 237,902 341,399 317,920 1,978,862 321,365 4,254,703 

(2)物品役務等業務委託関係 

   平成 27年度の総価契約件数は 422 件、単価契約件数は 96 件で、うち指名競争入札が 199 件、

随意契約が 319 件でした。 

            （単位：千円） 
年
度 

 報償費 需用費 役務費 委託料 使用料 備品費 計 
単 価
契約 

27 
件数 3 21 6 296 33 63 422 96 

金額 5,859 70,932 33,887 1,852,616 371,440 263,256 2,597,990 － 

26 
件数 2 16 2 335 29 51 435 43 

金額 5,304 64,272 10,195 2,157,246 54,239 413,679 2,704,935 － 
 

上記の評価と課題等 

電子入札については、機器の更新等により実施件数が減少しましたが、次年度は実施する業種の数

を増やす等して電子入札の特色である公正公平な執行に取り組みます。 

発注量では、建設工事が前年度より件数・金額ともに増加していますが、これは平成 26 年度に課

題となっていた不調不落が解消された結果と考察されます。したがって、今後は、不調不落は元より

広く競争性を確保した入札を執行していくことが課題となりました。 

物品等委託については総契約件数に対し競争入札による契約件数が未だ少ないため、安易な随意契

約によらず競争すべきものはきちんと競争入札に付することが課題となっています。 
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課 総務課   

係等 検査係   

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 01 一般管理費 基本施策 健全な自治体経営の推進 

事業 0102180 検査管理費 具体的な施策 健全な財政運営 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

267,000 138,741 0 128,259 52％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 検査関係 

  （１）検査（契約額１００万円以上の工事・業務委託・物品購入等を対象に実施） 

年 

度 
 

総務 

部・ 

会計 

政 

策 

部 

財 

政 

部 

市民

生活

部 

福 

祉 

部 

保健

医療

部 

農 

林 

部 

商工

観光

部 

都市

建設

部 

上下

水道

部 

教育

委員

会 

選挙管

理委員

会 

農業

委員

会 

総数 

Ｈ 

27 

総数 76 25 113 20 14 6 66 15 125 78 75 1 1 615 

工事 5 2 62  3  11 6 73 51 12   189 
業務 6 16 42 10 4 3 45 7 48 23 13 1 1 204 
物品 65 7 9 10 7 3 10 2 4 4 50   168 

 

 総 

務 

部 

政 

策 

部 

財 

政 

部 

市民

生活

部 

福 

祉 

部 

保健

医療

部 

農 

林 

部 

商工

観光

部 

都市

建設

部 

上下

水道

部 

教育

委員

会 

選挙管

理委員

会 

農業

委員

会 

総数 

Ｈ 

26 

総数 65 18 106 12 17 9 68 9 133 31 47 6 3 524 
工事 14  60 1 2  11 3 75 23 3   192 

業務 7 15 41 9 6 5 51 5 57 7 8 5 3 219 
物品 44 3 5 2 9 4 6 1 1 1 36 1  113 

 

（２）工事成績評定（工事請負額 300 万円以上の工事を対象に成績評定を実施） 

年度 評定総数 平均点 
区

分 

44 点以下 45～59 点 60～71 点 72～84 点 85 点以上 

（劣る） （やや劣る） （普通） （良好） (優 良 ) 

Ｈ27 142 76.8     0 0 6 135 1 

Ｈ26 144 77.0     0 0 16 127 1 

 

２ 技術審査会事務局関係 

  安曇野市が発注する公共工事において、現場で発生する諸問題を解決するために、市役所の職員で構成する土木と建築の 

二つの専門委員会の事務局を務めました。また、技術系職員の資質向上を図るため委員会主催の技術研修会を開催しました。 

（１）委員会の開催 

   技術審査委員会開催  土木・建築合同部門  

（２）研修会の開催 

 市技術系職員研修会 

   建設技術者研修会及び意見交換会 

３ 優良建設工事表彰 

  平成 26 年度に完成した工事の成績評定の結果、優良建設工事表彰対象となる工事について優良工事表彰審査委員会に諮り 5件の 

工事が優良建設工事として選定され、建設業者技術者研修会の際、優良建設工事表彰を行いました。 

上記の評価と課題等 
 完成検査等については上水道課の検査も実施することになりましたが目標とした年度内での検査終了を実施することができました。

しかし、履行期限が年度末に集中したため検査の実施も年度末に集中しました。 

 検査の事務処理も含め支払までの事務処理に時間がかかるため、今後、履行期限内での検査の実施を推進したい。 

 工事成績評定については、厳正かつ的確な評価を行うため、評価者によって評定に差異を生じさせないため、検査技術向上及び目合

わせのための研修会を継続する必要があります。 
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部 総務部  決算書 

ページ 
  54    

課 職員課  

係等 職員担当   

 

予
算 

款 ２ 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 １ 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 １ 一般管理費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102030 職員管理 
具体的な施策 スリムで柔軟な組織・人事体制の構

築、職員管理・給与の適正化 

  単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

895,695,000 890,064,583  5,630,417 99.4％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

4,582,982 

職員健診共済組合補助 47,530 共済組合研修会助成 100,000 

互助会職員社保料負担金 9,363 職員駐車場利用料 4,302,400 

団体定期保険事務費外 123,689   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 職員定数 

条例の職員定数は、市長部局 638 名、議会事務局 6 名、教育委員会事務局 70 名、監査委員事

務局 3 名、選挙管理委員会事務局 3 名、農業委員会事務局 7 名、公営企業 23 名、合計 750 名で

す。 

２ 職員増減 

平成 26 年 4 月 1 日現在の職員数は 747 名、平成 27 年 4 月 1 日は 734 名、平成 28 年 4 月 1

日は 733 名（内 10 名はフルタイム勤務の再任用職員）です。 

３ 定員管理適正化計画の推進 

第 2 次定員適正化計画では平成 29 年 4 月 1 日の職員数を 735 名とし、適正な職員数への取り

組みを推進しています。平成 27 年 4 月 1 日現在の職員数は 734 名で、平成 17 年度と比較し 126

名 14.7％の削減、平成 28 年 4 月 1 日現在は 733 名で、127 名 14.8％の削減となっています。 

４ 職員構成及び配置 

新規採用 22 名、退職者の再任用は 35 名の任用を行いました。平成 27 年４月１日の非常勤職

員数は、696 名（対前年度+7 名）、平成 28 年４月１日は 723 名（対前年度＋27 名）です。 

５ 職員派遣 

安曇野文化財団 1 名、穂高広域施設組合 2 名、長野県後期高齢者医療広域連合 1 名、松本広域

連合 3 名、安曇野・松本行政事務組合 2 名（再任用職員）、長野県滞納整理機構 1 名を派遣しま

した。 

６ 分限・懲戒・表彰 

分限休職 12 名、分限降任 1 名、停職 1 名、訓告 1 名、文書による厳重注意 8 名、口頭による

厳重注意 6 名でした。 

７ 職員給与 

 (1)一般行政職の給与の状況                                        (各年 4 月 1 日現在) 

年度 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 
給与水準 

(ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数) 

平成 27 年度 318,623 円 358,634 円 42 歳 10 月 96.7 

平成 26 年度 317,556 円 350,005 円 42 歳 ６月 96.6 

  ※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100 とした場合の給与水準を示す指数です。 

(2)給与改定の実施（人事院勧告に準拠） 

  ア 給料表を平均で 0.4%引上げました。この改定により、大卒の初任給を 176,700 円（引上げ 
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予
算 

款 ２ 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 １ 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 １ 一般管理費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102030 職員管理 
具体的な施策 スリムで柔軟な組織・人事体制の構

築、職員管理・給与の適正化 

 

その２ 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
     額 2,500 円）としました。 

 イ 勤勉手当の支給割合については 0.1 月引上げ、期末・勤勉手当の年間の支給割合を 4.2 月

としました。 

８ 非常勤職員の賃金・待遇の見直し 

非常勤職員の待遇改善として、次の職種について賃金改定を行いました。（保育士・幼稚園教

諭月額(一般)161,600 円⇒179,300 円、(担任) 166,900 円⇒198,700 円、保健師月額 182,400 円⇒

196,100 円、管理栄養士・看護師・介護支援専門員月額 175,600 円⇒184,400 円、歯科衛生士月

額 161,600 円⇒171,500 円）このほか人事院勧告に準拠し、全職種月額ベースで引上げ額 2,000

円としました。 

９ 職員研修  2,905,494 円 

「職員研修実施計画」に基づき各種研修を実施しました。 

  【集合研修延べ受講者】 595 名  【出張研修延べ受講者】 114 名 

  【通信教育講座】 受講申込者数 49 名 修了者数 35 名 

  【安曇野市人材マネジメント研究会（全 6 回開催 30 名）】  延べ 137 名 

  また、派遣研修として、環境省 1 名、厚生労働省 1 名、長野県（都市計画課）1 名、松本市 1

名、長野経済研究所 1 名を研修派遣しました。 

10 健康管理・福利厚生   9,930,955 円 

(1)健康診断等 

安全衛生委員会事業計画に基づき、指定健診機関における定期健康診断を実施、235 名が受

診しました。また、特定健診の義務化に伴い、各健診機関において人間ドック及び生活習慣病

予防健診を受診した職員に対し、健診機関と委託契約を締結して、事業主負担分を健診機関へ

支払いました。（受診者 867 名） 

(2)職員の福利厚生事業(市職員互助会事業) 

①メンタルヘルス対策として産業カウンセラーが相談に応じる「カウンセリングルーム」を 

月２回開催。延べ 72 名が利用しました。監督職員及び一般職員に対し体験カウンセリング

を実施しました。（実施人数：81名。） 

②職員相互の親睦と健康増進事業として 9 月 14 日から 9 月 18 日に職員互助会ボウリング大

会を実施し、106 名が参加しました。 

11 人事評価の整備・構築   6,753,602 円 

  前年度の人事評価結果を基に人材配置や人材育成等に反映したほか、係長級以上の勤勉手当へ

の反映を行いました。また、27 年度の人事評価結果は 28 年度において全職員の処遇への反映を

予定しています。 

12 職員駐車場の整備    23,288,364 円 

  前年度からの債務負担行為により新庁舎職員駐車場の整備を行い造成工事が完了しました。 

 

上記の評価と課題等 
 平成 27 年度の職員数は 733 名で定員適正化計画の職員数 735 名を下回っています。 

本年度は新本庁舎開庁に伴い、「接遇マニュアル」に基づくさらなる接遇の向上と、時差出勤制

度を実施することにより、毎月第 1・第 3 火曜日の平日窓口延長に対応しました。また、平成 26

年度の人事評価結果を係長以上に反映し、本年度は全職員への反映を予定しております。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
200 

課 危機管理課  

係等 危機管理担当   

 

予
算 

款 9 消防費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 1 消防費 主要施策 災害に強いまち 

目 4 災害対策費 基本施策 防災対策の充実 

事業 0109050 災害対策費 具体的な施策 危機管理体制の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

71,087,000 69,114,851 0 1,972,149 97.2％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 

（１）災害対策用備蓄品購入事業 

  食糧・飲料水・日用品・災害対策用資機材等を計画的に購入して備蓄しています。今年度は、

アルファ米を 2,850 食、おかゆを 1,350 食、クラッカーを 8,960 食、みそ汁を 4,000 食、１ℓ保

存水を 900 本、毛布・敷きマットを各 880 枚、携帯トイレを 79,000 個、石油ストーブなどを購

入しました。（災害対策用備蓄品購入外 26,423,712 円） 

（２）防災倉庫整備事業 

  災害時の指定避難所である明北小学校、明科中学校、豊科東小学校に、避難所で使う備蓄品と

資機材を保管するため、面積 14.5 ㎡（4.4 坪）の防災倉庫をそれぞれ整備しました。（設計・監

理 972,000 円、倉庫設置工事 9,828,000 円、棚設置 547,970 円） 

（３）防災用品購入助成事業 

  家庭における防災用品の備蓄を推進するため、防災用品の購入に対する補助事業を実施しまし

た。３年間の期限付きで実施した最終年度のため、制度の周知を強化し、利用促進を図りました。

（防災用品購入補助金 522 件 1,876,600 円） 

（４）避難所看板の取り替え事業  

  災害時の指定避難所と指定緊急避難場所に設置されていた 178 箇所の看板を更新し、４箇所に

看板を新設しました。（避難所看板の取り替え事業 8,856,000 円） 

（５）防災マップ増補改訂版作成事業  

  土砂災害警戒区域や避難所等、最新の情報を集めて 52 ページの防災マップを４万部作成し、

全戸配付しました。（防災マップ増補改訂版作成業務 4,881,600 円） 

（６）緊急メール配信システム運用 

  安曇野市メール配信サービスの年度末の登録件数は 3,628 件、配信件数は 338 件で、主な配信

内容は気象情報が 83 件、防犯情報が 57 件、火災情報が 131 件、行方不明者情報が 17 件、有害

鳥獣出没情報が６件でした。（緊急メール配信システム保守点検業務外 3,847,536 円） 

上記の評価と課題等 
 災害対策用備蓄品は計画どおりに購入することができました。防災倉庫は引き続き計画的に整備

します。避難所看板の取り替えは指定避難所と指定緊急避難場所として指定し、災害種別を表示し

ました。防災マップの作成は最新の内容を一冊にまとめて周知することができましたので、市民の

防災活動への活用を進めます。緊急メール配信システムは有効な情報の伝達手段のひとつとして登

録者を増やしていく必要があります。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
196 

課 危機管理課  

係等 消防防災係   

 

予
算 

款 ９ 消防費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 １ 消防費 主要施策 災害に強いまち 

目 １ 常備消防費 基本施策 防災対策の充実 

事業 0109010 常備消防負担金 具体的な施策 消防体制の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

977,921,000 977,804,700  116,300 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

4,261,300 

高速自動車道救急支弁金 4,261,300   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

常備消防の松本広域消防局が行う消防・救急業務が、効率的・効果的に行われるよう必要経費（人

件費・消防設備費・消防業務費・救急業務費）について構成団体として応分の負担をするものです。 

消防・救急業務が的確に実施され、市民の安全と安心の確保が図られました。 

 

（１）常備消防分負担金…971,174,000 円 

 

（２)高速自動車道救急事業分負担金…4,261,300 円 

  「高速自動車国道における救急業務に関する覚書」に基づき、東日本高速道路株式会社と中日

本高速道路株式会社から安曇野市へ支払われた支弁金を、高速道路における救急業務を実施し

ている松本広域連合へ負担金として支出しました。  

 

（３）県消防防災航空隊負担金…2,369,400 円 

   （長野県消防防災ヘリコプター運航協議会） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
県消防防災ヘリコプター等の運行やレスキュー活動の高度化等、救急業務全体の高度化が進みつ

つあります。 

今後、市としましては上記事業により更に整備された常備消防の業務について、市民の皆様に広

く提供すべく、松本広域消防局との更なる連携強化が課題になると思われます。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
196 

課 危機管理課  

係等 消防防災係   

 

予
算 

款 ９ 消防費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 １ 消防費 主要施策 災害に強いまち 

目 ２ 非常備消防費 基本施策 防災対策の充実 

事業 0109020 非常備消防費 具体的な施策 消防体制の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

242,342,000 236,006,192  6,335,808 97.4％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

36,111,298 
消防団員退職報償金 13,693,000 消防団員福祉共済 229,174 

公務災害補償給付金 5,189,124   

防災基盤整備事業 17,000,000   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

 市消防団は 16 分団・39 部、年度末の実団員数は 966 人（Ｈ27.3/31 付退団者 81 人、Ｈ27.4/1

付入団者数 72 人、10/1 付入団者数 13 人）の体制で、消防団特有の地域性を活かしながら常備消

防と連携して災害現場活動を効果・効率的に実施します。 

女性消防団員（48 人）による保育園等への防火訪問などを実施し火災予防に努めています。 

あらゆる災害に迅速かつ的確に対応できるよう、教育訓練、操法・喇叭訓練、幹部訓練等を通じ

て、消防技術の向上と団員の士気高揚を図り、消防技術の向上に努めました。 

また、安曇野市消防団は松本消防協会ポンプ操法・喇叭吹奏大会おいて、ポンプ車操法の部・小

型ポンプ操法の部・喇叭吹奏の部、全部門で見事優勝し、さらに松本消防協会の代表として長野県

消防ポンプ操法大会に出場し、小型ポンプ操法の部で準優勝の成績を収めました。 

 

（１） 火災出動…19 件 

（内訳；建物火災 18 件、林野火災 1件、その他火災０件、出動延べ人数 1,055 人） 

（２）行方不明者捜索…０件 

 

（３）消防団出席謝礼(災害出動等)… 28,688,700 円 

（４）消防団員退職報奨金(26 年度末該当退職者 43 人)… 13,693,000 円 

（５）消防団運営補助金…13,950,000 円 

 

（６）消防団員安全確保のための装備充実事業…6,883,250 円 ※新規 

（全団員に救助用半長靴と防塵マスクを配備） 

 

（７）小型動力ポンプ付積載車３台更新…25,272,000 円 

（第１分団第１部・第６分団第２部・第 11 分団第４部、防災対策事業債、充当率 75％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
各地域で活躍する消防団員も高齢化が進みつつあり、人員の確保が難しくなっています。 

 継続して消防団員の確保対策を行います。 

また、『消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律』に基づき、消防団員の処遇の

改善として、装備の充実を進めるとともに車両や活動拠点施設等の整備についても消防団等と

協議しながら進めます。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
198 

課 危機管理課  

係等 消防防災係   

 

予
算 

款 ９ 消防費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 １ 消防費 主要施策 災害に強いまち 

目 ３ 消防施設費 基本施策 防災対策の充実 

事業 0109030 消防施設維持整備事業 具体的な施策 消防体制の充実 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

92,095,000 91,142,540  952,460 99.0％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

2,693,000 
消防施設維持整備事業 2,693,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

消防団詰所、防火水槽、消火栓等の維持管理を実施しました。 

（１）消火栓修繕等負担金（更新・移設９基）…5,525,388 円 

※地域別内訳；豊科地域２基、三郷地域４基、明科地域３基 

（２）消火栓新設負担金（６基）…4,811,400 円 

※地域別内訳；豊科地域３基、穂高地域１基、三郷地域２基 

（３）消火栓維持管理負担金（750 円×2時間×2,900 基）…4,350,000 円 

（４）消火栓ホース、格納箱等資機材購入…4,004,100 円 

（５）防火水槽新設工事（堀金地域上堀区）…7,462,800 円 

（６）繰越明許･消防防災施設整備費補助金による防火水槽新設工事…10,065,600 円 

（豊科地域成相区） 

（７）消防団詰所耐震改修工事実施設計業務委託料…2,268,000 円 

（８）消防団詰所耐震改修工事（第 14 分団第１部、第 15分団第１部、２棟）…34,560,000 円 

（９）消防団第 7分団第１部詰所新築工事実施設計業務委託料…1,674,000 円 

（10）消防団詰所建設工事に伴う用地取得（第７分団第１部）…10,854,000 円 

 

消防水利充実のため、公設消防水利設置基準に基づき、消火栓と耐震性防火水槽の新設を行った

ほか、安全管理と維持管理上のため、無蓋防火水槽１基の撤去を行いました。 

 

○平成 27年度末現在の消防水利の状況               単位；基 

消 火 栓 消火栓 

の計 

防火水槽 防火水槽 

の計 公 設 私 設 公 設 私 設 

3,002 42 3,044 537 14 551 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
火災発生時の消防水利確保のため、消火栓・防火水槽等の維持管理を適確に行います。 

現在、一辺の長さが 140 メートル四方のメッシュ内に一つの消防水利を整備するよう実施してい

ますが、今後、消防局のガイドラインに合わせ、都市計画図の用途地域別に一辺の長さを変えて基

準メッシュ数を見直す必要があります。また、消防団の活動拠点である詰所も計画的な更新を行い、

有事の際に消防団がその機能を十分に発揮し、地域住民の安心を得られるよう推進していく必要が

あります。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
200 

課 危機管理課  

係等 消防防災係   

 

予
算 

款 ９ 消防費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 １ 消防費 主要施策 災害に強いまち 

目 3 消防施設費 基本施策 防災対策の充実 

事業 0142020 防災無線維持管理費 具体的な施策 防災施設の整備 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

74,972,000 73,769,698  1,202,302 98.4％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

50,200,000 
防災行政無線設備 

整備事業 

 

50,200,000 

  

  

  

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

災害時等における市民等への情報伝達手段として、防災行政無線施設の保守点検・維持管理を実

施しました。 

また、本庁舎の供用開始に合わせてデジタル同報系防災行政無線を開局しました。 

≪デジタル同報系防災行政無線整備概要≫ 

・親局設備…１局（本庁舎無線室に設置） 

・遠隔制御設備…５台（本庁舎警備室、４支所） 

・中継局設備…１局（押野山） 

・再送信子局…３局（豊科１、明科２）※屋外拡声子局を兼ねる 

・屋外拡声子局…236 局（内訳；豊科 51、穂高 81、三郷 43、堀金 26、明科 35） 

・屋内戸別受信機…250 台（市施設、地区公民館、学校、防災関連施設等） 

 

（１）デジタル同報系防災行政無線整備工事…51,510,000 円 

※平成 25年度から平成 27 年度までの債務負担行為 

 

（２）デジタル同報系防災行政無線整備工事設計監理業務委託料…1,385,850 円 

※平成 25年度から平成 27 年度までの債務負担行為 

 

（３）デジタル移動系防災行政無線保守点検委託料…10,800,000 円 

 

（４）デジタル移動系(半固定型)防災行政無線機設置工事…1,393,200 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
同報系防災行政無線システムをアナログ方式からデジタル方式へ移行できました。 

複雑化する災害への対応として、市民等への多種多様な情報伝達手段を整備する必要がありま 

す。 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
78 

課 人権男女共同参画課  

係等 人権男女共生担当   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 1 総務管理費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 10 人権啓発費 基本施策 人権の尊重 

事業 0102410 人権啓発費 具体的な施策 人権教育・啓発の推進 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

2,261,000 2,075,874 0 185,126 91.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 

    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 

１ 人権についての意識を高める機会として、教育委員会との共催で「人権のつどい」を開催し、

全国中学生人権作文コンテスト松本地区大会の優良作品に選ばれた安曇野市内 4 名の表彰及

び 2 名の作文発表を行いました。 

また、俳優の水澤心吾さんを迎え、「決断 命のビザ~SEMPO 杉原千畝物語」と題して一人芝

居を演じて頂き、250 人の参加を得ました。 

２ 松本人権擁護委員協議会安曇野部会との連携を図り、特設相談及び各地域での啓発活動（啓発 

物品の配布）を行い人権啓発の推進を図りました。 

特に各地域ごとに開催されたイベントにおいては、人権擁護委員・保護司のほかに男女共同参 

画推進団体の役員等との合同で人権啓発活動を実施しました。 

啓発活動（各地域イベント 5 回、松本協議会主催 2 回、社会を明るくする運動（保護司会と

協力 1 回、新成人への人権啓発品の贈呈） 

３ 人権擁護委員 15 人（豊科 4 人、穂高 4 人、三郷 3 人、堀金 2 人、明科 2 人）による人権特設 

相談所が開設されました。 

（特設相談所開設 10 回、女性のための人権相談所開設 2 回、子どもの人権相談所開設 1 回） 

４ 人権同和では、部落解放同盟安曇野市協議会と協力しながら、差別の現状及び課題の把握、人 

権意識の高揚に向けた取り組みを行いました。 

団体補助金 300,000 円（部落解放同盟安曇野市協議会） 

５ 保護司会（39 人）では、「犯罪や非行を防止し、立ち直りを支える地域のチカラ」を目指し 

 て啓発活動を行い、犯罪予防や非行防止に努め、罪を犯した人たちの社会復帰や更生保護に 

対する周囲の理解を深めるための保護司活動が実施されました。 

（1） 社会を明るくする運動 

ア 街頭啓発活動・市内 JR 駅前他で総務部職員を含め実施（職員 12 名参加） 

イ 市内小中学生から作文コンテストの作文募集 

  保護司会補助金  468,000 円 

上記の評価と課題等 
 各団体と協力し人権啓発活動等を行うことができています。 

 また、人権擁護委員による特設相談所が 5 地域で開設され市民の相談にのっています。 

 今後も各団体と連携・協力しながら事業を継続する必要があります。 

 （啓発活動や特設相談は、各団体と相談しながら市民が利用しやすい日時、場所を考慮） 
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平成 28 年度   

部 総務部  決算書 

ページ 
102 

課 人権男女共同参画課  

係等 人権男女共生担当   

 

予
算 

款 3 民生費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 1 社会福祉費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 4 男女共同施策費 基本施策 男女共同参画の推進 

事業 0103220 男女共同施策費 具体的な施策 女性の社会活動参画推進 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

893,000 783,501 0 109,499 87.7％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 

    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 男女共同参画社会の形成促進のため、平成 25 年 3 月に策定の第 2 次安曇野市男女共同参画計 

画「ウィズ安曇野プラン」に基づき、男女共同参画社会の推進に関する事業を実施しました。 

 

（1） 安曇野市男女共同参画推進会議、安曇野市男女共同参画コミュニケーターを中心に、5 地域

での啓発、推進を図りました。また、推進団体との連携事業として、県の男女共同参画セ

ミナーを取り入れた「男女共同参画講座」を開催し、61 人の参加がありました。 

（2） 安曇野市男女共同参画推進会議、安曇野市男女共同参画コミュニケーターによる実行委員

会を立ち上げ、市との共催により「安曇野市男女共同参画フォーラム 2015」を開催し、男

女共同参画社会の推進に努めました。 

フォーラムは、前長野県副知事の加藤さゆりさんを迎え、「女性の力で地域を元気に」と題

した講演のほか、トークゲストに㈲ｽﾏｲﾙﾗﾎﾞ・ﾊﾟｰﾄｱﾙﾊﾞｲﾄ労働総合研究室代表取締役の赤沼

留美子さんを迎え、加藤さんと共にトークセッションを中心に開催し、約 150 人の市民が

参加しました。 

（3） 男女共同参画コミュニケーターにより、其々の地域において男女共同参画の推進・啓発を 

実施しました。 

（4） 松本市女性団体連絡協議会との交流会を開催し、２市の状況報告や意見交換を行いました。 

（5） 区長会、公民館長との懇談会を開き、区、公民館の役員の状況や、男女共同参画推進会議

の事業、コミュニケーターの活動についての相互理解を深めると同時に意見交換を行いま

した。 

 

２ 男女共同参画コミュニケーターを中心とした編集委員会により、安曇野市男女共同参画広報誌

「湧愛」2 号、3 号を発行。7,000 部作成して市民への回覧の他、小中学校、公民館、窓口等

に設置し、情報の発信・啓発を行いました。 

 

 上記の評価と課題等 

 男女共同参画社会の推進には、啓発事業の継続が必要であり、市と市民のパイプ役である男女共

同参画コミュニケーターの実践的な活動と支援を進めることが重要です。 

また、安曇野市男女共同参画推進会議は、５支部の特色を活かした活動のほか、一体的に事業を

進め、第 2 次計画に即した男女共同参画を推進することが必要です。 
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平成 28 年度   

部 総務部   決算書 

ページ 
70 

課 行政管理課   

係等 行政担当    

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 05 財産管理費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102300 公共施設再配置計画 具体的な施策 公共施設の効果的利用 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

282,000 6,805 0 275,195 2.4％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 

 

１、安曇野市公共施設等総合管理計画（案）の策定 

 

２、安曇野市公共施設再配置計画（案）の策定 

 

 

上記の評価と課題等 
道路、橋梁、上・下水道についての将来更新費用の試算を実施し、インフラ資産も含めた公共施

設等総合管理計画（案）を策定しました。 

公共施設についても、安曇野市公共施設再配置計画基本方針に施設所管課の経営方針を反映させ

た公共施設再配置計画（案）を策定しました。 

今後、財政計画との整合を図りながら公共施設再配置の年次計画を策定します。 
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平成 28年度   

部 総務部   決算書 

ページ 
70 

課 行政管理課   

係等 行政担当    

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 06 企画費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0102310 行政改革 具体的な施策 スリムで柔軟な組織・人事体制の構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

438,000 380,685 0 57,315 86.91％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 

    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 

１、行政改革推進事務 

（１）第２次安曇野市行財政改革大綱・実施計画の取組結果の検証 

（２）第３次安曇野市行財政改革大綱・実施計画の進捗状況の確認 

（３）安曇野市行政改革推進委員会の開催（６回開催） 

 

２、内部統制事務 

・安曇野市内部統制のあり方に関する検討委員会（１０回開催） 

 

３、指定管理制度導入事務 

（１）安曇野市公の施設審査委員会の開催（４回開催） 

（２）平成 27年度に指定管理者を選定した施設 

公募 非公募 合計 

６施設 ３施設 ９施設 

（３）平成 28年４月１日現在の指定管理者の指定状況 

項 目 管理施設数 割 合 

公募により指定管理者を指定した施設 ３３ 37.1％ 

非公募により指定管理者を指定した施設 ５６ 62.9％ 

合 計 ８９ 100.0％ 
 

上記の評価と課題等 
「発展・持続可能なまちづくりに向けて」を基本理念として、第３次安曇野市行財政改革大綱・

実施計画（以下、「第 3次大綱」という。）を策定するとともに、第２次安曇野市行財政改革大綱・

実施計画の取組結果を検証しました。 

第３次大綱につきましても、半年ごとに進捗管理を行いながら、着実に行財政改革を推進してい

くために必要に応じて見直しを進めます。 

また、内部統制のあり方に関する検討委員会を設置し、中堅職員を中心としたメンバーで検討を

行いました。推進体制の構築に向けて検討を進めます。 
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選挙管理委員会事務局 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
84 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 1 選挙管理委員会費 基本施策 市民参画の推進 

事業 0102500 選挙管理委員会事務費 具体的な施策 市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

18,456,000 18,007,622 0 448,378 97.6％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

216,482 

選挙人名簿システム改修

費補助金 
209,000   

在外選挙特別経費交付金 7,482   

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
公正・公平で正確な選挙執行を確保するため選挙管理委員会を開催し、選挙人名簿の調製、投票

区の見直し等、各種選挙の執行管理を行いました。 

平成 28 年 6 月 19 日施行の 18 歳選挙権年齢引下げに伴い、選挙人名簿システムの改修を行いま

した 

 また、長野県 19 市選挙管理委員会連合会等が開催する総会・研修会等へ参加しました。 

 

(1)選挙管理委員 ４名 

(2)選挙管理委員会定例会 12 回開催 

(3)選挙管理委員会臨時会 ２回開催 

上記の評価と課題等 
各種選挙の執行に当たり、公正・公平で正確な選挙事務を行うことができました。 

また、研修会等への参加により選挙事務に対する事例研究等を通じて、知識やノウハウの習得が 

図れました。 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
86 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 2 明るい選挙推進費 基本施策 市民参画の推進 

事業 0102510 明るい選挙推進事業 具体的な施策 市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

230,000 167,507 0 62,493 72.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
安曇野市明るい選挙推進協議会を開催するとともに、各種選挙時において推進協議会委員を中心

に市内駅周辺、商業施設において選挙啓発運動を実施しました。 

また、市内小中学校、高等学校を中心に「明るい選挙推進ポスターコンクール」の作品を募集し、

市審査会を経て県コンクールへ提出しました。 

 

(1)明るい選挙推進協議会委員 ７名 

(2)明るい選挙推進ポスターコンクール応募状況 

小学校 ５校  177 点 

中学校 ２校   38 点 

高等学校 １校    4点 

   計 ８校     219点 
 

上記の評価と課題等 
児童、生徒から明るくきれいな選挙の推進に役立つポスターを募集することで、将来の選挙者層

に関心を持ってもらうだけでなく、明るい選挙実現の一助とすることができました。 

選挙啓発運動を通じて、各種選挙への投票参加を促すだけでなく「明るい選挙推進運動」の啓発

を行うことができました。 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
86 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 3 土地改良区総代選挙費 基本施策 市民参画の推進 

事業 0102525 拾ヶ堰土地改良区総代選挙費 具体的な施策 市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

89,000 86,438 0 2,562 97.1％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

86,800 
拾ヶ堰土地改良区総代選挙 86,800   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
土地改良法、土地改良区定款に定められた任期（４年）満了に伴う拾ヶ堰土地改良区総代選挙の

執行管理を行いました。 

  

選挙区及び定数 １選挙区 

定数 43 人 

任期満了日 平成 27 年４月 25 日 

告示日 平成 27 年４月 13 日 

投開票日 平成 27 年４月 20 日 

選挙会 平成 27 年４月 21 日 
 

上記の評価と課題等 
各選挙区とも届出のあった候補者が定数を超えなかったため投票は行いませんでしたが、選挙人

名簿の調製、立候補届出受付事務、選挙会等を公正・公平に実施することができました。 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
86 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 3 土地改良区総代選挙費 基本施策 市民参画の推進 

事業 0102535 
勘左衛門堰土地改良区総代

選挙費 
具体的な施策 市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

117,000 114,053 0 2,947 97.5％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

116,600 

勘左衛門堰土地改良区総代

選挙 
116,600   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
土地改良法、土地改良区定款に定められた任期（４年）満了に伴う勘左衛門堰土地改良区総代選

挙の執行管理を行いました。 

 

選挙区及び定数 ３選挙区（第１区：６人・第２区：15 人・第３区：12 人） 

定数 33 人 

任期満了日 平成 27 年２月７日 

告示日 平成 27 年１月 11 日 

投開票日 平成 27 年１月 18 日 

選挙会 平成 27 年１月 18 日 
 

上記の評価と課題等 
各選挙区とも届出のあった候補者が定数を超えなかったため投票は行いませんでしたが、選挙人

名簿の調製、立候補届出受付事務、選挙会等を公正・公平に実施することができました。 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
86 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 5 県議会議員選挙費 基本施策 市民参画の推進 

事業 0102560 県議会議員選挙費 具体的な施策 市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

25,459,000 25,445,770 0 13,230 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

25,444,006 
県議会議員選挙委託金 25,444,006   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
任期（４年）満了に伴う長野県議会議員選挙の執行管理を行いました。 

 

任期満了日 平成 27 年４月 29 日 

告示日 平成 27 年４月３日 

期日前投票日 平成 27 年４月４日～平成 27 年４月 11日まで（８日間） 

投開票日 平成 27 年４月 12 日 

当日有権者数 男 37,896 人  女 40,974 人  計 78,870 人 

投票者数 男 17,535 人  女 18,307 人  計 35,842 人 

投票率 男 46.27％   女 44.68％   計 45.44％ 

  

上記の評価と課題等 
選挙人名簿の調製、公営ポスター掲示場の保守・撤去等を公正・公平に実施することができまし

た。 

投開票日当日は、多くの職員の協力を得て、正確な選挙事務を行うことができました。今後とも

投票事務、開票事務の見直しを図り、効率的な人員配置等の改善を進めていきます。 
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平成 28 年度   

部 選挙管理委員会事務局  決算書 

ページ 
86 

課 選挙管理委員会事務局  

係等 選挙管理委員会事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 

総
合
計
画 

基本方針 協働によるまちづくりの推進 

項 4 選挙費 主要施策 協働で築かれるまち 

目 6 
市農業委員会委員

選挙費 

基本施策 
市民参画の推進 

事業 0102545 
市農業委員会委員

選挙費 

具体的な施策 
市民参画システムの構築 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

905,000 891,740 0 13,260 98.5％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
任期（４年）満了に伴う安曇野市農業委員会委員選挙の執行管理を行いました。 

 

任期満了日 平成 27 年７月 19 日 

選挙区 

豊科選挙区：９人 

穂高選挙区：12人 

三郷選挙区：９人 

堀金選挙区：６人 

明科選挙区：４人 

告示日 平成 27 年７月５日 

期日前投票日 平成 27 年７月６日～平成 27 年７月 11日まで（５日間） 

投開票日 平成 27 年７月 12 日 

当日有権者数 男 5,338 人  女 4,398 人  計 9,736 人 

  

上記の評価と課題等 
各選挙区とも届出のあった候補者が定数を超えなかったため投票は行いませんでしたが、選挙人

名簿の調製、立候補届出受付事務、選挙会等を順調に実施することができました。 

 農業委員会等に関する法律が改正されたことにより、農業委員の選出方法を公選制から市町村長

の選任制に変更となったことから、今回が最後の選挙となりました。 
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監査委員事務局 
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平成 28 年度   

部 監査委員事務局  決算書 

ページ 
90 

課 監査委員事務局  

係等 監査委員事務局   

 

予
算 

款 2 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 6 監査委員費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 1 監査委員費 基本施策 健全な自治体経営の推進 

事業 0102640 監査委員事務費 具体的な施策 健全な財政運営 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

27,559,000 26,966,937 0 592,063 97.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

0 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 

 

 監査・検査の実施状況は次のとおりです。 

１ 定期監査 

地方自治法第 199 条第 1項及び第 4項の規定による監査であり、市の財務に関する事務の執

行が適正かつ効率的に行われているか、また、市の経営に係る事業の管理が、合理的かつ効率

的に行われているかどうかを主眼にして実施（平成 27 年 10 月 2日～12月 25 日） 

  

２ 例月出納検査 

地方自治法第 235 条の 2第 1項の規定により例月出納検査を実施（年 12回） 

 

３ 決算審査及び基金運用状況審査 

地方自治法第 233 条第 2 項及び同法第 241 条第 5 項並びに地方公営企業法第 30 条第 2 項の

規定により、決算審査及び基金の運用状況審査を実施（平成 27年 6 月 16 日～8月 5日） 

 

４ 地方公共団体財政健全化判断比率等審査 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 3 条第 1 項及び同法第 22 条第 1 項の規定によ

り、健全化判断比率審査及び資金不足比率審査を実施（平成 27年 7 月 1日～8月 5日） 

 

５ 財政援助団体等監査 

地方自治法第 199 条第７項の規定により、財政援助団体等監査の対象となる団体について実

施（平成 28 年 1月 15 日～3月 10 日） 

 監査対象団体 ・（株）三郷農業振興公社 

         ・（株）芙蓉 

         ・安曇野市天蚕振興会 

 

 

 

 

上記の評価と課題等 
 

 監査計画に基づき各種監査を実施し、その結果の報告・公表を通し、市の事務等の改善に寄与し

ました。 

今後も都市監査委員会等で開催する研修会に参加し、有効的な監査の実施に努めます。 
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公平委員会事務局 
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平成 28 年度   

部 公平委員会事務局  決算書 

ページ 
90 

課   

係等 書記   

 

予
算 

款 ２ 総務費 
総
合
計
画 

基本方針  

項 ７ 公平委員会費 主要施策  

目 １ 公平委員会費 基本施策  

事業 0102650 公平委員会事務費 具体的な施策  

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

516,000 421,178 0 94,822 81.6％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 
    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 公平委員会委員   3 人 

２ 公平委員会事務局 2 人（議会事務局兼務） 

３ 公平委員会の活動状況 

（１）公平委員会 [28,500 円] 

回 開催年月日 会議内容 

１ 平成 28年 2 月 3日 ○安曇野市教職員組合登録事項変更届出書 

○安曇野市職員労働組合登録事項変更届出書 

○不利益処分についての不服申立てに関する規則の一部を

改正する規則について 

○安曇野市等再就職者による依頼等の届出に関する規則届

出に関する規則について 

○平成 28年度予定等 

（２）勤務条件に関する措置の要求の状況 

 なし 

（３）不利益処分に関する不服申立ての状況 

   なし 

（４）職員からの苦情の処理の状況 

   なし 

（５）研修会等への参加 [354,440 円] 

ア 長野県公平委員会連合会総会・研究会 

（平成 27年 5月 12 日、上田市、委員 3人・事務局 1人） 

  イ 全国公平委員会連合本部研究会 

    （平成 27 年 7月 2 日・3日、東京都港区、委員 3人・事務局 1人） 

  ウ 全国公平委員会連合会北信越支部総会 

    （平成 27 年 10 月 1 日・2日、富山県富山市、委員 3人・事務局 1人） 

４ 地方公務員法第 53条に基づく職員団体の登録数 2団体 

 
上記の評価と課題等 

勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立て、職員からの苦情の処理につい

ては、ありませんでした。 

各研究会に参加し、各種制度内容や現在の行政課題、公平審査業務の状況などが確認できました。 

今後も公平かつ適切な判断による対応に努めるよう、各種研究会等にも参加しながら取り組んで

いきます。 
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- 57 - 

 

平成 28年度   

部   決算書 

ページ 
68 

課 会計課  

係等 出納係・審査係   

 

予
算 

款 02 
総務費 

総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推

進 

項 01 
総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされる

まち 

目 04 会計管理費 基本施策 健全な自治体経営の推進 

事業 0102240 会計管理費 具体的な施策 健全な財政運営 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

7,365,000 6,906,915 0 458,085 93.8％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

1,154,000 

財務会計処理実費徴収 1,154,000   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
①資金の保管及び運用 

 歳計現金、歳入歳出外現金は、ペイオフ対策として指定金融機関等の決済用預金（無利息普通

預金）で保管し、比較的余裕のある際に一部を短期定期預金により運用しました。 

 基金は、基金運用方針に基づき、全体を定期預金（110.7 億円）と債券（27.4 億円）にて運用

し、運用収益（77,644千円）は、各基金へ配分しました。 

 歳計現金が不足した年度末の 2 月下旬から出納閉鎖の間、財政調整基金を 20 億円繰替え運用

しました。 

 各庁舎や施設等では、窓口収納用につり銭用現金を保管しています。（40箇所・1,701千円） 

 「安曇野市公金等現金取扱（窓口収納）マニュアル」を定め、公金等の適正な管理、保管、処

理を徹底することとしました。 

②審査・出納事務 

会計の手引き、節別チェックリスト表の内容等により収入支出の審査出納事務を執行しました。

また、適正な会計事務を執行するため、会計事務講習会を実施しました（2月 26日、3月 4日）。

出納閉鎖後、決算書を調製しました。 

③備品台帳、指定物品管理事務 

 備品台帳の内容と実情が合っているか各担当課に確認のうえ、登録漏れや廃棄のデータ更新を

依頼しました。また、財務規則を改正し、備品の金額要件を３万円以上としました。5 月から 3

月にかけて、財産管理課と共同で穂高支所、豊科支所、旧明科公民館の不用品を一般競争入札に

て売却しました。 

市共通使用封筒や文書保存ファイル等を一括購入し払い出しを行いました。 

④指定金融機関等の検査 

 地方自治法施行令第 168 条の 4 の規定に基づき、指定・指定代理金融機関の検査を行い（12

月から 3月）、いずれも適正に処理されていることを監査委員に報告できました。 

上記の評価と課題等 

年間を通して適正でスムーズな出納となるよう、今後も確実な審査事務の継続や担当課への指

導、研修会等を行い、職員の意識、能力の維持向上を図ります。 

 昨年度作成した「安曇野市公金等現金取扱（窓口収納）マニュアル」は、一般的な事務の流れを

示したものであり、現金を扱う出先機関の実情に合った内容に見直しをしていきたいと思います。 
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平成 28年度   

部 政策部  決算書 

ページ 
70 

課 政策経営課  

係等 企画担当   

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 06 企画費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0104010 企画総務費 具体的な施策 業務の効率化 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

59,674,000 57,780,696 0 1,893,304 96.8％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

30,313,975 

地方創生先行型交付金

（上乗せ交付タイプⅡ） 
3,574,233 その他雑入（政策部） 212,742 

土地利用規制対策交付金 16,000   

地域振興基金繰入金 26,511,000   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 実施計画 

  総合計画(後期基本計画)を基に、平成 28年度～平成 30 年度の主要事業の実施年度及び概算事

業費を取り纏めた実施計画を策定しました。 

 

２ 行政評価 

 (1) 事業評価（平成 27 年度分）                293 事業 

 (2) 外部評価（平成 26 年度内部評価事務事業）          16 事業 

 (3) 施策評価・部局の経営方針                 12 部局 

 (4) 外部評価結果（平成 26 年度）に基づく次年度の取組検証    16 事業 

 

３ 公共交通 

 (1) 篠ノ井線松本地域活性化協議会 

    JR 篠ノ井線の利用促進を図るため、リーフレットの作成、JR上野駅等でのピーアール活動、

講演会の開催等を実施しました。 

 (2) その他 

    JR 大糸線梓橋駅舎新築工事に伴い、本市利用施設に係わる改築費を負担しました。 

 

４ 移住・定住促進 

 (1) 三郷小倉地区の教職員住宅を所管替えし、お試し住宅として開設しました。 

 (2) 本市の認知度向上を図るために、首都圏を中心に新聞・移住専門誌・ＳＮＳへの広告を掲

出しました。 

 (3) 商工会、観光協会、宅建協会中信支部、建築士会安曇野支部、ＪＡあづみ、NPO 法人安曇

野ふるさとづくり応援団、松本公共職業安定所、松本地方事務所から委員を選出していただ

き、平成 28 年３月 30日に「安曇野暮らし支援協議会」を設立しました。 

 (4) 移住セミナー・移住体験ツアー 

   ① 東京会場 平成 27 年６月 20日（参加者 39 名）、11 月 21 日（参加者 32名） 

   ② 大阪会場 平成 28 年１月 23日（参加者 30 名） 

   ③ その他 楽園信州（県）主催のセミナー（東京・名古屋）にも参加 

   ④ 移住体験ツアー 平成 28 年２月 13日（土）参加者 15名 
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その２ 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
５ 地域振興 

 (1) 電源立地地域交付金（歳入）     決算額 10,824,000 円(充当先：公立保育園総務費) 

 (2) 地域発 元気づくり支援金（歳入） 

    光城山 1000 人 SAKURA プロジェクト事業  〃 2,944,000 円(充当先：まちづくり推進事業) 

 (3) 市町村振興協会交付金（歳入） 

   ①基金交付金（サマージャンボ）     〃 24,709,748 円（充当先：図書館費） 

   ②協会交付金（オータムジャンボ）    〃 18,342,289 円（ 〃 ： 〃  ） 

 (4) あづみ野テレビ株式会社出資配当金    〃   512,500 円（一般財源） 

 (5) 株式会社松本山雅出資関係 

   ホームタウンデーの開催 平成 27年 9月 23 日（水） アルウィン（対モンテディオ山形） 

 

６ 広域行政 

 (1) 松本広域連合 

 (2) 第 33 回中信四市市長懇談会 

    日時：平成 28年２月２日(火) 場所：塩尻市民交流センター「えんぱーく」 

 

７ 市制施行 10周年記念事業(決算額：26,560,788 円） 

 (1) 9/20 ストライダーエンジョイカップ（参加者 271 人） 

 (2) 10/3～4山岳フェス（来場者 8,990 人） 

 (3) 10/10 市民まつり(来場者 4,500 人）等、市民提案事業(補助)13 事業 

 

８ 市歌の制定(決算額：5,082,232 円) 

  本市出身で桐朋学園大学名誉教授の飯沼信義先生へ作曲を依頼し、10 月２日に安曇野市歌を

制定。10月４日に開催した本市制施行 10 年記念式典において市民等へ発表しました。 

 

９ その他 

 (1) AED  機器更新 24 台・新規購入 4台  決算額：3,596,400 円 

上記の評価と課題等 

１ 実施計画→予算編成→行政評価の PDCA サイクルを確実に回すことで、効果的・効率的な行政

運営を図ります。 

２ 乗降者数が減少傾向にある JR 篠ノ井線の利用促進に向け、松本広域８市村が連携して事業を

推進していきます。 

３ 平成 27 年度は 25名の方が首都圏等から移住されました（移住支援組織等からの情報による）。

今後は、安曇野暮らし支援協議会を核として、起業・就職支援等を含む移住相談、おためし住宅

の運営、地域おこし協力隊員の採用、空き家バンク開設等の事業を推進します。 

４ 市歌は、市が主催する行事等でも BGM 的に取り入れるなど、様々な機会を捉えて活用しており

ますが、市民が主催するイベント等においても今後更に活用していただき、市民が自然と口ずさ

む愛唱歌として親しまれるよう普及に努めます。 
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単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

73,826,000 73,783,860 0 42,140 99.9％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

 

    

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 新公共交通構築運行事業 

  平成 19 年９月から運行を開始している「あづみん」は、平成 23 年度から新たに創設された国

の財政支援制度である「地域公共交通確保維持事業」を導入し、市の財政負担の軽減に努めてい

ます。 

  安曇野市地域公共交通協議会負担金  68,519,900 円 

  デマンド交通等に係る車両更新に伴う補助   

車両更新台数４台 補助金額合計 5,251,000 円 

 

利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

  

※ 「あづみん」は、利用者の 64％を 70 歳以上の高齢者が占めるとともに、女性の利用者

の割合が全体の 78％を占めています。 

 

年 度 路線等 項 目 人 数 前年度比 

平成 27 年度 

（運行日数：243 日） 

あづみん 
利用者数 86,927 人 

4.0％減 
１日の利用者数 357.7 人 

定時定路線 
利用者数 17,713 人 

5.8％増 
１日の利用者数 72.9 人 

上記の評価と課題等 

 「あづみん」は高齢者等交通弱者の日常的な足として定着しています。 一方、運行開始から８

年が経過し、利用者からは予約が取り難い、乗り継ぎが不便といった意見が寄せられていますので、

さらに利用し易いデマンド交通を目指し、関係者と改善の検討を始めます。 

 

 

 

 

予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 安全・安心・快適なまちの形成 

項 01 総務管理費 主要施策 利便性の高いまち 

目 06 企画費 基本施策 公共交通の整備 

事業 0104012 新公共交通構築運行事業 具体的な施策 公共交通体系の充実 



- 62 - 

 

平成 28年度   

部 政策部  決算書 

ページ 74 
課 政策経営課  

係等 企画担当   

 

予
算 

款 02 総務費 

総
合
計
画 

基本方針 経営的視点にたった行財政運営の推進 

項 01 総務管理費 主要施策 経営的視点の行財政運営がなされるまち 

目 06 企画費 基本施策 行政改革の推進 

事業 0190010 
【明許】企画総務費

（地方創生先行型） 
具体的な施策 業務の効率化 

 
予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

15,590,000 10,362,205 0 5,227,795 66.5％ 

特定財源の合計金額 
左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

10,000,000 

地方創生先行型交付金 

（基礎交付分） 
10,000,000 

そ  

    
    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
１ 安曇野市人口ビジョン及び安曇野市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

  決算額 10,362,205 円（地方創生交付金充当額 10,000,000 円） 

 

 (1) 安曇野市人口ビジョン 

    本市の人口の現状分析及び国立社会保障・人口問題研究所の将来人口の推計データをもと

に、出生率を 2020 年 1.6、2030 年 1.8、2040 年 2.07 とし、2020 年以降、毎年子育て中の 15

世帯の受け入れ（移住定住）を目指すことで、2040 年度（平成 52 年度）の目標人口を 83,000

人とした市人口ビジョンを策定しました。 

 

 (2) 安曇野市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

   「2040 年度（平成 52 年度） 人口 83,000 人の田園産業都市 安曇野の実現」を目標とす

る、市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定しました。 

  ① 基本目標 1「新たな雇用を生みだす」（次代へつなぐ農林業の振興ほか計 6 施策，具体施

策数 15，具体的な事業数 60） 

  ② 基本目標 2「若者や女性が活躍できるまちをつくる」（市外進学者の U ターン率の向上ほ

か計 5施策，具体施策数 11，具体的な事業数 26） 

  ③ 基本目標 3「安心して出産し子育てできるまちをつくる」（妊娠・出産・育児の切れ目の

ない支援ほか計 4施策，具体施策数 9，具体的な事業数 29） 

  ④ 基本目標 4「いきいきと暮らせるまちをつくる」（健康長寿のまちづくりほか計 4 施策，

具体施策数 16，具体的な事業数 45） 

上記の評価と課題等 

 国の定める期限までに地方版総合戦略を策定することができました。 

 併せて地方創生交付金事業（地域消費喚起/基礎交付/上乗交付）を実施しました。 

 目標年次（H31 末）に重要業績評価指標（KPI）を達成できるよう、PDCA サイクルを念頭に関係

課等との連絡調整を図りながら、総合戦略に掲げた具体的な事業の進捗管理に努めます。 
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予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 人と文化を育むまちの形成 

項 01 総務管理費 主要施策 文化を学び育むまち 

目 11 諸費 基本施策 交流活動の推進 

事業 0102430 国内友好交流事業 具体的な施策 都市間の連携と交流の推進 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

7,393,000 7,000,355 0 392,645 94.7％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

324,500 

交流事業参加負担金 324,500   

    

    

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 友好都市である東京都武蔵野市・江戸川区、埼玉県三郷市、奈良県三郷町、神奈川県真鶴町、千

葉県東金市と、また、友好交流促進協定を締結している福岡市東区と住民主体の交流事業や本市特

産品の販売を通じ、本市の認知度の向上を図りました。 

 特に、市制施行 10 周年記念式典の開催に併せ、本市のすべての友好交流都市の理事者等が参加

した交流会を開催し、各自治体間の連携を深めることができました。 

 

１ 武蔵野市 

 (1) 第 23 回武蔵野桜まつり(H27.4.5)【物産販売・観光宣伝】 

 (2) 第 36 回あづみ野祭り 武蔵野市副市長、議長、副議長の受入れ(H27.7.25) 

 (3) 武蔵野市民ツアー「色づく秋の信州！安曇野へ！」の受入れ (H27.10.17～18) 

 (4) 第 35 回むさしの青空市(H27.11.8)【物産販売・観光宣伝】 

 (5) 第 25 回武蔵野市交流市町村協議会(H28.1.28～29) 

 (6) 武蔵野市との友好都市サッカー交流(受入れ)(H27.8.21～23) 

 (7) 武蔵野市との友好都市ソフトボール交流(受入れ)(H27.10.10～11) 

 

２ 江戸川区 

 (1) 第 40 回江戸川花火大会(H27.8.1～2) 本市より親子 23 名参加 

 (2) 江戸川区小学生とのダンス交流(H27.10.10)  本市より 19 名参加 

 (3) 第 37 回江戸川区民まつり(H27.10.11)【物産販売・観光宣伝】 

 (4) 江戸川区との友好都市サッカー交流(訪問)(H28.1.9～10)  

 

３ 福岡市東区 

 (1) H27 年度東区と安曇野市との青少年交流事業(H27.8.4～7) 本市より 10 名訪問 

 (2) 博多どんたく市民ツアー(訪問)(H27.5.2～4) 

 

４ 三郷市・三郷町 

 (1) 第 29 回三郷・安曇野友好都市交流推進協議会(H27.5.19～20) 

 (2) 三郷町民文化祭(H27.10.24～25)【物産販売・観光宣伝】 

 (3) 三郷市産業フェスタ 2015(H27.11.14～15)【物産販売・観光宣伝】 
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その２ 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 
 (4) 三郷・安曇野友好都市住民ふれあい事業(H27.11.20～21) 

     三郷市と三郷町参加者 29名、安曇野市参加者 11名 

 (5) 三郷市との友好都市サッカー交流事業(受入れ)(H27.8.22～24) 

 (6) 三郷市との友好都市サッカー交流事業(訪問)(H28.3.19～21) 

 

５ 真鶴町 

 (1) 海(わたつみ)のまち豊漁豊作祭(岩・龍宮祭)(H27.5.10)【物産販売・観光宣伝】 

 (2) H27 年度海と山の子どもたちの交流会 (H27.8.7～8) 参加者 28名 

 (3) 海(わたつみ)のまち豊漁豊作祭(真鶴・龍宮祭)(H27.11.7～8)【物産販売・観光宣伝】 

 

６ 東金市 

 (1) 東金市・安曇野市友好都市の締結(H27.4.5) 

 (2) 東金市あづみの探検隊表敬訪問(H27.8.25)36 名受入れ 

 (3) 第 25 回東金市産業祭(H27.11.22)【物産販売・観光宣伝】 

 

７ その他 

 (1) 第 1 回信州安曇野ハーフマラソン友好都市招待(市制施行 10 周年記念事業)(H27.6.6～7) 

    武蔵野市、江戸川区、三郷市、三郷町、真鶴町の住民 31名参加 

    市制施行 10 周年記念祝賀行事(H27.10.3～4) 

友好交流都市より首長、議長、教育長等 17 名参加  決算額：2,468,411 円 

 (2) 第３回新そばと食の感謝祭への出展(H27.11.14～15) 

    出展：江戸川区、真鶴町、東金市 

 

上記の評価と課題等 
 第 1 回信州安曇野ハーフマラソンに、友好都市からの選手を受け入れるなど、本市制施行 10 周

年を契機に、より交流が深まった年となりました。 

 今後は、市民主体の交流事業の活性化を目指すとともに、経済交流も視野に入れて、関係部署と

連携しながら事業を推進します。 
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予
算 

款 02 総務費 
総
合
計
画 

基本方針 人と文化を育むまちの形成 

項 01 総務管理費 主要施策 文化を学び育むまち 

目 11 諸費 基本施策 交流活動の推進 

事業 0102440 国際友好交流事業 具体的な施策 国際交流の推進 

単位：円 

予算現額 ① 決算額(支出済額)② 翌年度繰越額 ③ 不用額①－②－③ 執行率②／① 

4,212,000 4,107,151 0 104,849 97.5％ 

特定財源の合計金額 左
記
の
内
訳 

細節名 金額 細節名 金額 

1,153,741 

青少年交流事業支援基金利子 29,888 指定寄附金 200,000 

国際交流基金利子 92,653   

国際交流基金繰入金 831,200   

 

主要な施策（事務事業）の成果の概要 

１ 国際交流団体補助 

  安曇野市国際交流協会、安曇野・クラムザッハ友好会、安曇野市日中友好協会にそれぞれ活動

事業補助金を交付しました。 

 (1) 安曇野市国際交流協会     246,200 円 

 (2) 安曇野・クラムザッハ友好会  135,000 円 

 (3) 安曇野市日中友好協会     450,000 円 

 

２ 国際姉妹都市との交流 

  オーストリア共和国チロル州クラムザッハ町から、訪日団の受入れを５月 23 日～27日の間実

施しました。 

  訪日団は青少年７名、音楽団６名を含む総勢 24 名で構成され、本市滞在中には、チロル音楽

のコンサート、地元高校生との交流、青少年のホームステイ体験、中学校の授業参観等を実施し

ました。 

  特に２日間にわたり開催した、チロル民族音楽団「ガンガルビッヒラ―」のコンサートは、新

本庁舎の開庁に伴うタイアップイベントとして開催したことから、多くの市民に参加していただ

きました。 

 クラムザッハ訪日団受入れ事業 決算額：3,013,588 円 

上記の評価と課題等 
 クラムザッハ町訪日団の受け入れは、本市クラムザッハ友好会員の多大なご協力により、団員は

笑顔とともに全員無事帰国していただくことができました。 

 しかし、国際交流は、ことばや文化の違いがあり、予定どおりのスケジュールが消化できないな

ど、受け入れの課題が散見されました。 

 




